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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第148期 第149期 第150期 第151期 第152期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (百万円) 67,674 65,042 72,480 79,866 71,216

経常利益 (百万円) 2,018 2,505 3,555 4,688 5,202

当期純利益 (百万円) 753 1,282 1,822 2,369 3,986

包括利益 (百万円) ― 621 2,289 4,373 6,420

純資産額 (百万円) 44,603 44,718 46,655 50,344 55,734

総資産額 (百万円) 89,809 84,315 89,261 92,095 98,688

１株当たり純資産額 (円) 1,003.29 1,004.58 1,043.67 1,124.50 1,243.27

１株当たり当期純利益金額 (円) 16.86 28.82 40.93 53.24 89.57

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.7 53.0 52.0 54.3 56.1

自己資本利益率 (％) 1.7 2.9 4.0 4.9 7.6

株価収益率 (倍) 38.67 27.58 17.85 15.90 12.89

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,761 3,497 2,623 5,091 746

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,397 △470 △1,178 2,593 1,130

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,904 △1,293 △1,450 △1,254 △1,244

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 14,241 16,108 16,294 22,865 23,661

従業員数 (名) 2,205 2,189 2,190 2,175 2,191
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第148期 第149期 第150期 第151期 第152期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (百万円) 39,014 37,969 47,590 51,120 41,255

経常利益 (百万円) 1,026 1,543 2,333 2,975 3,553

当期純利益 (百万円) 543 1,317 1,565 1,812 3,452

資本金 (百万円) 6,646 6,646 6,646 6,646 6,646

発行済株式総数 (千株) 45,625 45,625 45,625 45,625 45,625

純資産額 (百万円) 40,261 40,206 41,534 44,531 49,569

総資産額 (百万円) 66,293 64,444 69,417 71,158 79,193

１株当たり純資産額 (円) 904.05 903.23 933.08 1,000.44 1,113.74

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

(円)
15 15 15 15 17
(7) (7) (7) (7) (7)

１株当たり当期純利益金額 (円) 12.13 29.58 35.17 40.72 77.56

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.7 62.4 59.8 62.6 62.6

自己資本利益率 (％) 1.4 3.3 3.8 4.2 7.3

株価収益率 (倍) 53.75 26.87 20.78 20.80 14.89

配当性向 (％) 123.7 50.7 42.6 36.8 21.9

従業員数 (名) 614 620 643 748 720

（外、平均臨時雇用者数）  (74) (89) (115) (132)
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

明治38年８月 東京月島機械製作所として創業

大正６年５月 株式会社に組織変更して、月島機械株式会社を設立

昭和12年12月 横浜市鶴見区所在の第二月島機械株式会社(旧鶴見工場)を合併

昭和24年５月 当社株式を東京証券取引所に上場(昭和36年10月市場第一部銘柄に指定)

昭和24年10月 大阪出張所(現 大阪支社)を開設

昭和36年10月 当社株式を大阪証券取引所市場第二部に上場(昭和41年11月市場第一部銘柄に指定)

昭和36年10月 東京都中央区に研究所を開設

昭和46年４月 公害防止関係装置の運転管理部門を分離独立し、子会社月島メンテナンス株式会社を設立

昭和49年３月 建設業法の改正に伴ない、建設大臣許可(特―48)第3484号の許可を受けた。

昭和51年１月 市川工場を開設

昭和54年４月 工事部門を分離独立し、子会社月島プラント工事株式会社を設立

昭和54年４月 選別機、摩砕機、金属加工機械・器具の設計、製造、販売部門を分離独立し、（旧）月島マシンセー

ルス株式会社を設立

昭和60年12月 生産体制の集約化のため鶴見工場を閉鎖

平成２年11月 千葉県市川市に研究所を新設し移転

平成３年２月 マレーシアに営業拠点として、ツキシマエンジニアリングマレーシアSDN.BHD.を設立

平成５年４月 タイに営業拠点として、テーエスケーエンジニアリング(タイランド)CO.,LTD.を設立(現 連結子会社)

平成６年11月 台湾に営業拠点として、テーエスケーエンジニアリングタイワンCO.,LTD.を設立

平成10年12月 廃棄物処理業に進出のため、株式会社鹿沼環境美化センター(現 サンエコサーマル株式会社)の発行済

株式総数の20％を取得(現 連結子会社)

平成12年10月 千葉県市川市に環境プロセス開発センターを開設

平成12年11月 月島メンテナンス株式会社と月島プラント工事株式会社が合併し、月島テクノメンテサービス株式会

社となる。(現 連結子会社)

平成13年12月 製造部門を分離独立し、子会社月島テクノマシナリー株式会社を設立

平成17年３月 焼却関連分野強化のため、日鉄化工機株式会社(現 月島環境エンジニアリング株式会社)の発行済株式

総数の74.6％を取得(現 連結子会社)

平成17年８月 機器サービス事業の充実・強化のため、月島テクノマシナリー株式会社と（旧）月島マシンセールス

株式会社が月島テクノマシナリー株式会社を存続会社として合併

平成18年４月 当社、月島テクノメンテサービス株式会社他が出資して設立した寒川ウォーターサービス株式会社(現

連結子会社)が、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（PFI法）に基

づいて実施する神奈川県企業庁寒川浄水場排水処理施設特定事業につき、施設の整備を終え、運営を

開始

平成20年12月 当社が非連結子会社である月島不動産株式会社を吸収合併

平成23年３月 中国に営業拠点として、月島環保機械(北京)有限公司を設立(現 連結子会社)

平成24年７月 当社の連結子会社である月島テクノソリューション株式会社が月島テクノマシナリー株式会社の事業

の一部である産業機械事業を会社分割により承継し、月島マシンセールス株式会社に商号変更(現 連

結子会社)

当社が連結子会社である月島テクノマシナリー株式会社を吸収合併

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の市場統合に伴い、大阪証券取引所市場第一部は、東京証券取引所

市場第一部に統合

平成25年12月 現在地に本社移転

環境プロセス開発センターを閉鎖
 

 

EDINET提出書類

月島機械株式会社(E01537)

有価証券報告書

  4/105



 

３ 【事業の内容】

当社グループは、当連結会計年度末現在、当社と子会社11社および関連会社８社で構成され、上下水道設備を主要

マーケットとする水環境事業と、化学、鉄鋼、食品等の産業用設備および廃液や固形廃棄物処理等環境関連設備を主

要マーケットとする産業事業の２つを主たる事業と位置付けており、それら以外の事業をその他としておりますが、

その主要な事業内容は以下のとおりであります。

 なお、以下の事業区分は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメ

ントの区分と同一であります。

 

事業区分 主要な事業内容

　水環境事業 １）浄水場・下水処理場等プラントの設計・建設

 ２）上記プラントに使用される脱水機、乾燥機、焼却炉等各種単体機器の設計・製造・販売

 ３）浄水場・下水処理場におけるPFI、DBO事業

 ４）浄水場・下水処理場設備の運転・維持管理・補修およびこれらに付随する業務

　産業事業 １）化学、鉄鋼、食品等プラントの設計・建設

 
２）上記プラントに使用される晶析装置、ろ過機、分離機、乾燥機、ガスホルダ等各種単体機器

の設計・製造・販売

 ３）廃液・廃水・固形廃棄物処理等プラントの設計・建設

 ４）バイオマスエタノール製造プラントの設計・建設

 ５）真空技術応用装置および関連部品の設計・製造・販売

 ６）一般・産業廃棄物処理事業

　その他 １）大型図面・各種書類等の印刷・製本

 ２）事務所ビル・駐車場等の不動産管理・賃貸
 

 

　＜主な関係会社＞

（水環境事業）

当社、月島テクノメンテサービス㈱、寒川ウォーターサービス㈱、月島環保機械(北京)有限公司

 

（産業事業）

当社、サンエコサーマル㈱、月島環境エンジニアリング㈱、月島マシンセールス㈱、テーエスケーエンジニ

アリング(タイランド)CO., LTD.、月島環保機械(北京)有限公司

 

（その他）

月島ビジネスサポート㈱
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各事業における当社および関係会社の位置づけは次のとおりとなります。

 

事業の系統図

（平成26年３月31日現在）

　

　
※１ 持分法適用会社であります。

※２ 持分法非適用会社であります。

なお、㈱バイオコール大阪平野は平成26年４月より営業を開始いたしました。また、㈱バイオコール横浜南部

は施設建設終了後の平成28年４月より営業を開始する予定であります。

　

EDINET提出書類

月島機械株式会社(E01537)

有価証券報告書

  6/105



 

４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有・被所有割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

月島テクノメンテサービス㈱
(注)４

東京都江東区
百万円
180

上下水道処理設備の運
転・保守管理および補修
工事、工業薬品の販売、
環境設備に関連する機
器・備品の販売

100.0 ―

・役員１名兼任
・上下水道処理設備の運転・
保守管理並びに補修工事委
託

・資金の受入

サンエコサーマル㈱ 栃木県鹿沼市
百万円
91

一般廃棄物、産業廃棄物
の中間処理（焼却）

100.0
(31.1)

―
・役員１名兼任
・債務保証有
・資金の貸付

月島環境エンジニアリング㈱
(注)４

東京都中央区
百万円
455

環境改善および各種化学
工業用・一般産業用装
置、機器の設計、製造、
修理、販売

100.0 ―
・役員３名兼任
・資金の受入
・債務保証有

寒川ウォーターサービス㈱
神奈川県高座郡
寒川町　

百万円
50

寒川浄水場排水処理施設
における、排水処理施設
および濃縮施設の維持・
管理、浄水発生土に関す
る再生利用

55.0
(5.0)

―
・排水処理施設納入
・資金の貸付

月島マシンセールス㈱ 東京都江東区
百万円

20

機械装置および機器類の
設計、製造、修理、販売
各種装置・設備の据付配
管等の工事

100.0 ―
・役員１名兼任
・各種機械設備・装置等の発
注

月島ビジネスサポート㈱ 東京都中央区
百万円

10

大型図面・各種書類等の
印刷・製本、事務所ビ
ル・駐車場等の不動産管
理・賃貸

100.0 ―

・大型図面・各種書類等の印
刷・製本委託、事務所ビ
ル・駐車場等の不動産管理
委託並びに賃貸借

テーエスケーエンジニアリン

グ(タイランド)CO., LTD.

(注)５

タイ国
千バーツ

10,000

化学・樹脂・食品工業等
におけるプラント建設工
事の設計、調達、製作・
据付、メンテナンス

49.0
(4.0)

―
・役員２名兼任
・プラント設備・部品の販売
並びに技術者等の派遣

月島環保機械(北京)有限公司 中華人民共和国
千人民元

15,995

各種機械設備の販売、調
達(輸出入)、設計、据
付、試運転、部品販売を
含むメンテナンス、技術
サービス

100.0 ―

・役員２名兼任
・各種機械設備・部品の販売
並びに技術者等の派遣

・資金の貸付

(持分法適用関連会社)       

江戸川ウォーターサービス㈱
千葉県千葉市

中央区

百万円

50

ちば野菊の里浄水場排水
処理施設における、排水
処理・上澄水返送、維持
管理運営、浄水発生土に
関する再生利用

33.0
(33.0)

― ・排水処理施設納入

その他３社       
 

(注) １ 上記各会社は有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社ではありません。

２ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。

３ 特定子会社に該当する会社はありません。

４ 月島テクノメンテサービス㈱および月島環境エンジニアリング㈱は、売上高(連結会社相互間の内部売上高

を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。
 

主要な損益情報等  月島テクノメンテサービス㈱ 月島環境エンジニアリング㈱

 ① 売上高 19,559百万円 8,100百万円

 ② 経常利益 1,313百万円 616百万円

 ③ 当期純利益 712百万円 346百万円

 ④ 純資産額 3,592百万円 1,640百万円

 ⑤ 総資産額 11,088百万円 6,503百万円
 

　
５ 持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため、子会社としております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

水環境事業 1,656

産業事業 473

その他 5

全社(共通) 57

合計 2,191
 

(注) １  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。

２  全社(共通)は、提出会社の管理部門の従業員数であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成26年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

720 （132） 44.3 12.8 7,294,856
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

水環境事業 401（ 58）

産業事業 262（ 71）

その他 ―

全社(共通) 57（ 3）

合計 720（132）
 

(注) １  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２ 従業員数の( )内は、臨時従業員の年間の平均人員を外数で記載しております。

３  臨時従業員には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４  平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

５  全社(共通)は、管理部門の従業員数であります。

 

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は、組合員数298名であり、労使関係について特記すべき事項はありません。

 なお、連結子会社においても、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、国内においては景気が緩やかに回復したことにより企業収益が改善し

てまいりました。また、海外においては年度前半は景気が底堅く推移していたものの、年度後半からは景気の下

振れリスクが顕在化したことから、地域によって不透明感が続く状況下にありました。

 その中にあって当社グループが関連する機械業界では、国内の公共投資は総じて底堅い動きが続いておりま

す。民間の設備投資においても、国内の需要については持ち直しの動きが見えております。一方、海外において

は、景気の不透明感により設備投資需要の弱さが見られはじめ、その伸びが鈍化しつつある状況であります。

 このような状況の下で当社グループは、平成25年度を初年度とする３ヶ年の新中期経営計画をスタートさせ、

「環境・エネルギー分野への注力」と「海外ビジネスの拡大」、「全社的なコストダウン」をキーワードに事業

活動を展開してまいりました。

 水環境事業においては、国内上下水道案件の改築更新需要の取り込みや施設の運転管理、維持管理業務を受注

することで事業のベースロードを確保してまいりました。また、設備の建設と長期の維持管理業務が一体となっ

たPFI（*1）、DBO（*2）事業の展開を進めてまいりました。

 一方、産業事業においては、設備投資需要を取り込むために国内外におけるプラントおよび単体機器、さらに

は、環境関連設備の営業活動を展開してまいりました。

 また、手持工事の完成に向けて尽力するとともに、価格競争力確保のために海外を含む新規ベンダーの開拓や

海外企業との協業を通じて、主要機器の一部を海外企業へ製造委託していくなどのコストダウン活動を展開し、

工事採算の向上を図ってまいりました。

その結果、当連結会計年度における当社グループの業績は次のとおりとなりました。

 受注高は795億52百万円（前期比5.5％減）、売上高は712億16百万円（前期比10.8％減）となりました。また、

損益面につきましては、営業利益は50億１百万円（前期比13.2％増）、経常利益は52億２百万円（前期比10.9％

増）となりました。当期純利益は固定資産売却益の計上もあり、当社グループにおいての最高益となる39億86百

万円（前期比68.2％増）となりました。　

なお、前連結会計年度に比較して売上高の減収が生じているのは、前期に産業事業において数件の大口案件が

計上された反動によるものであります。

 

*1：PFI（Private　Finance　Initiative）

施設整備を伴う公共サービスにおいて、民間の有する資金、技術、効率的な運用ノウハウなどを活用す

る仕組み

*2：DBO（Design　Build　Operate）

事業会社に施設の設計（Design）、建設（Build）、運営（Operate）を一括して委ね、施設の保有と資

金の調達は行政が行う方式
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当社グループは、上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業と、化学、鉄鋼、食品等の産業用設備およ

び廃液や固形廃棄物処理等環境関連設備を主要マーケットとする産業事業の２つを主たる事業と位置付けてお

り、それら以外の事業をその他としておりますが、その主要な事業内容は以下のとおりであります。

 

事業区分 主要な事業内容

　水環境事業 １）浄水場・下水処理場等プラントの設計・建設

 ２）上記プラントに使用される脱水機、乾燥機、焼却炉等各種単体機器の設計・製造・販売

 ３）浄水場・下水処理場におけるPFI、DBO事業

 ４）浄水場・下水処理場設備の運転・維持管理・補修およびこれらに付随する業務

　産業事業 １）化学、鉄鋼、食品等プラントの設計・建設

 
２）上記プラントに使用される晶析装置、ろ過機、分離機、乾燥機、ガスホルダ等各種単体機器

の設計・製造・販売

 ３）廃液・廃水・固形廃棄物処理等プラントの設計・建設

 ４）バイオマスエタノール製造プラントの設計・建設

 ５）真空技術応用装置および関連部品の設計・製造・販売

 ６）一般・産業廃棄物処理事業

　その他 １）大型図面・各種書類等の印刷・製本

 ２）事務所ビル・駐車場等の不動産管理・賃貸
 

 

当連結会計年度におけるセグメントの業績は次のとおりであります。

 

（水環境事業）

水環境事業においては、公共投資は底堅い動きを見せております。また、複数年および包括O&M業務（*3）や

設備建設と長期の維持管理業務を一体化したPFI、DBO事業等の発注は引き続き増加しております。　

 このような状況の下で当社グループは、国内では次世代型汚泥焼却設備を中心とした汚泥処理設備の改築更

新需要の取り込みと、汚泥燃料化システム等の新製品を活用したPFI、DBO事業および包括O&M業務の営業活動を

展開してまいりました。また、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」を活用した下水消化ガス発電事業

にも参入いたしました。海外においては、水インフラ市場の開拓や汚泥処理設備の営業活動を展開してまいり

ました。

その結果、当連結会計年度における水環境事業の受注高は506億19百万円（前期比32.5％増）、売上高は459

億77百万円（前期比1.1％増）、営業利益は35億36百万円（前期比90.4％増）となりました。

 

*3：包括O&M業務

設備の運転管理業務だけでなく、設備の補修工事および薬品等の供給も含めた包括的な維持管理業務

 

（産業事業）

産業事業においては、国内は各分野における設備投資に持ち直しの動きが続いております。一方、海外にお

いては、景気の下振れリスクが顕在化したことにより、地域によっては不透明感が続く状況下にあります。

 このような状況の下で当社グループは、国内外における各種プラント設備および分離機、ガスホルダ等の単

体機器の営業活動を展開してまいりました。特に国内外の鉄鋼や食品分野での設備投資需要、更新需要の取り

込みに注力し、受注の確保を推進してまいりました。また、環境関連においては、国内外での廃液燃焼システ

ムや固形廃棄物焼却設備等の営業活動を展開してまいりました。

その結果、当連結会計年度における産業事業の受注高は288億53百万円（前期比37.1％減）、売上高は251億

59百万円（前期比26.8％減）、営業利益は13億68百万円（前期比45.6％減）となりました。
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(その他)

その他においては、当連結会計年度における受注高は79百万円（前期比134.1％増）、売上高は79百万円（前

期比133.1％増）、営業利益は96百万円（前期比118.4％増）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は236億61百万円となり、前

連結会計年度末に比べ、７億96百万円増加しました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、７億46百万円となりました（前連結会計年度は50億91百万円の獲得）。こ

れは主に、その他の減少額36億48百万円および法人税等の支払額19億９百万円等の減少要因はあったものの、

税金等調整前当期純利益の計上68億50百万円等の増加要因があったことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は、11億30百万円となりました（前連結会計年度は25億93百万円の獲得）。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出54億35百万円および投資有価証券の取得による支出９億20百万円等

はあったものの、有形固定資産の売却による収入76億８百万円等があったことによるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、12億44百万円となりました（前連結会計年度は12億54百万円の支出）。こ

れは主に、長期借入金の返済による支出３億96百万円および配当金の支払額６億67百万円等があったことによ

るものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結グループは、生産実績の表示は困難であります。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりとなります。

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比（％） 受注残高(百万円) 前期比（％）

水環境事業 50,619 32.5 63,673 7.9

産業事業 28,853 △37.1 43,326 9.3

報告セグメント計 79,472 △5.5 107,000 8.4

その他 79 134.1 ― ―

合計 79,552 △5.5 107,000 8.4
 

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりとなります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前期比（％）

水環境事業 45,977 1.1

産業事業 25,159 △26.8

報告セグメント計 71,137 △10.9

その他 79 133.1

合計 71,216 △10.8
 

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 当社グループが対処すべき課題

当社グループは、上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業と、化学、鉄鋼、食品等の産業用設備および

廃液や固形廃棄物処理等の環境関連設備を主要マーケットとする産業事業の２つを主たる事業領域と捉えておりま

す。両事業における持続的な成長を目指すために、「環境・エネルギー分野への注力」と「海外ビジネスの拡

大」、「全社的なコストダウンの推進」を基本方針とした中期経営計画（平成25年４月～平成28年３月）を策定・

公表し、事業活動を展開しております。なお、中期経営計画における具体的な施策は以下のとおりです。

 

① 環境・エネルギー分野への注力

（水環境事業）

水環境事業を取り巻く環境は、公共事業の底堅さはあるものの市場の成熟化等により価格競争が激しさを増

すなど今後も厳しい状況が続くものと想定されます。

 このような状況認識の下で当社グループは、国内においては重要な社会インフラである上下水道施設の改築

更新需要を取り込むために、創エネルギー、省エネルギー技術を中心とした各種汚泥処理設備の営業活動を展

開してまいります。また、それら社会インフラを長期間にわたり安定的に維持・運営していくために、PFI、

DBO事業や包括O&M業務など長期間にわたるライフサイクルビジネスの営業活動を展開してまいります。

 

（産業事業）

産業事業を取り巻く環境は、国内は中長期的なエネルギー事情の影響から一層の省エネルギー技術が求めら

れるとともに、各種規制に対応するための環境対策設備のニーズが継続するものと思われます。

 このような状況認識の下で当社グループは、各種産業分野における高効率な生産プラント設備および単体機

器の営業活動とともに、廃液や排ガス等の廃棄物処理設備の営業活動を強化してまいります。

 

② 海外ビジネスの拡大

当社グループにおける海外展開は、産業事業の主力製品である大型乾燥機や精製糖用分離機など単体機器の輸

出ビジネスが中心であったものの、ここ数年においては十分なリスク対策を講じた上でのプラント建設の施工実

績を積み上げております。また、新興国および資源国においては、資源の輸出だけでなく自国の資源を活用した

高付加価値品の製造と輸出を進める動きが活発化しております。

 このような状況認識の下で当社グループは、従来からの単体機器輸出ビジネスとともに海外における高付加価

値製品のプラント建設ニーズを取り込み、当社単体機器を活用したEPCビジネスを推進してまいります。

 加えて、海外においては経済成長と並行して環境保全に関連する規制強化が進められておりますが、この規制

強化を当社グループの業容拡大の機会と捉え、アジア地域における上下水道インフラ案件の開拓を進めるととも

に、産業分野における排水・廃液・排ガス・固形廃棄物処理等の環境関連プラントの営業活動に注力してまいり

ます。

 

③ 全社的なコストダウンの推進

コストダウンは、当社グループにとって価格競争力を高め、かつ収益を確保する上で必要不可欠な施策であ

り、継続的に取り組むべき重要な課題であると認識しております。

 また、海外ビジネスを拡大するためにも、設計・調達・製造・建設などの一連のバリューチェーンにおけるコ

ストダウンをグローバルベースで推進いたします。具体的には、資機材の調達コストの削減や詳細設計の効率化

に加えて、プラント設備の基本設計を見直すことで建設コストそのものを低減することなどにより、案件の採算

性向上を進めてまいります。また、当社グループの海外拠点に加え、アジア地域における当社の協力会社への設

計、調達、製造委託を拡大推進することで価格競争力を確保するとともに、プロジェクト遂行体制強化による

「総合エンジニアリング力の向上」を図ってまいります。
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④ 研究開発の強化

研究開発は、当社グループが技術をベースに持続的に発展していくための要であり、特に環境・エネルギー分

野における差別化技術の開発と新製品の拡充に向け一層努力してまいります。

 水環境事業においては、主力市場である汚泥処理分野において汚泥脱水機をはじめとする各種単体機器のブ

ラッシュアップを継続するとともに、受注実績を積み重ねている汚泥燃料化システムや過給式流動燃焼システム

に関し、更なる技術的な差別化を図るために研究開発を推進してまいります。

 産業事業においては、今後の市場拡大が見込まれる低品位炭乾燥の技術開発や二次電池材料製造技術開発を中

心に、環境・エネルギー分野における差別化技術を確保することで、市場競争力の強化を図ってまいります。

 

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

① 会社の支配に関する基本方針

 当社は、「ほとんど輸入であった諸産業の機械装置を国産し、製糖産業を出発点として、化学工業、金属精錬

等の興隆に奉仕する」という創業の精神の下、1905年の創業以来、乾燥、ろ過、蒸留、分離、焼却といった単位

操作技術に基づく産業機械や環境装置を設計、製造してまいりました。また、自社の製品やプロセスを核とした

プラントの設計、建設といったエンジニアリングを手がけ、さらには、建設したプラントのメンテナンスや維持

管理、運転管理等を請け負う等、総合的な技術ソリューションをお客様に提供することで、「かけがえのない地

球環境を守り、豊かな社会の礎になる諸産業に寄与する」ことを実践してまいりました。

 当社は、企業が継続して発展していくには、お客様、従業員、取引先および株主等のステークホルダーとの良

好な関係等を維持し発展させ、技術を基盤として中長期的な視点に立って経営することが、企業価値ひいては株

主共同の利益を確保し向上させることに繋がるものと認識しております。

 当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を得ずに当社株式

の大規模な買付けを行う大規模買付行為であっても、企業価値および株主共同の利益に資するものであれば、こ

れを一概に否定するものではなく、当該大規模買付行為に応じるかどうかは、最終的に、当該大規模買付行為が

当社の企業価値および株主共同の利益に資するものか否かを適切に把握した株主の皆様の判断に委ねられるべき

ものと考えております。

 もっとも、当社株主の皆様が、大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益に資するものか否かを

適切に把握し、当該大規模買付行為に応じるか否かを判断するには、大規模買付者から十分な情報提供がなさ

れ、さらには、現に当社の経営を担っている当社取締役会から当該大規模買付行為に対する当社取締役会の評

価、意見等を含めた十分な情報が提供されることが必要であると考えております。

 そこで当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべき

か否かを当社株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が当社株主の皆様に必要に応じて代替案を提案するた

めに必要な情報や時間を確保するために、必要な手続きを定めることとし、当該大規模買付行為を行う者が当該

手続きを遵守しない場合および遵守した場合でも、当該大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益

を著しく損なうと認められる場合には、企業価値および株主共同の利益に反する大規模買付行為を抑止するため

の取組みが必要不可欠であると判断いたします。
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② 基本方針を実現するための取組み

 当社は、「最良の技術をもって産業の発展と環境保全に寄与し、社会に貢献する」、「市場のニーズを先取り

し、最良の商品とサービスを顧客に提供する」、「創意と活力によって発展し、豊かで働きがいのある企業をめ

ざす」ことを企業理念として定めております。当社はこの企業理念の下、工場での製造技術を基盤とし単位操作

技術を駆使した機械、装置の開発から設計、製造を行い、プロセス開発を手がけ、それら機械や装置、プロセス

を核にしたプラントエンジニアリングを行い、さらには、そのメンテナンスや維持管理、運転管理をお客様に提

供し、産業の発展と環境保全に寄与することで社会貢献を果たしております。これらの当社および当社グループ

が提供する一連のサービスは、開発・設計・調達・製造・建設・アフターサービスといった当社および当社グ

ループのバリューチェーンによって成せるものであり、このバリューチェーンを有することが当社の強みであ

り、特徴であると認識しております。

 当社は、当社の主たる事業領域を、上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業と、化学、鉄鋼、食品等

の産業用設備を主要マーケットとする産業事業の２つとして捉えており、「環境・エネルギー分野への注力」と

「海外ビジネスの拡大」、「全社的なコストダウンの推進」を基本方針とした中期経営計画（平成25年４月～平

成28年３月までの３ヶ年）を策定し、事業活動を展開しております。

 本中期経営計画では、水環境事業においては、上下水道施設の改築更新需要を受注に結びつけるべく、汚泥処

理技術と創エネルギー、省エネルギー技術とを組み合わせた総合的な差別化技術をもって営業活動を展開してま

いります。また、社会インフラである上下水道施設のPFI、DBO事業や包括O&M業務などライフサイクルビジネスの

営業活動を継続するとともに、民設民営方式による下水処理場での消化ガス発電事業への取組みを推進すること

で安定収益事業への展開を進めてまいります。

 一方、産業事業においては、各種産業分野における高効率な生産プラント設備および単体機器の営業活動とと

もに、廃液や排ガス等の廃棄物処理設備の営業活動を強化してまいります。

 なお、本中期経営計画における具体的な施策は次のとおりです。

 

［環境・エネルギー分野への注力］

  (水環境事業)

   ・各種汚泥処理設備における更新需要の取込み

   ・汚泥燃料化システムの拡販および安定的な事業運営の推進

   ・次世代型汚泥焼却システム「過給式流動燃焼システム」の拡販

  (産業事業)

   ・大型乾燥機の適用範囲の拡大

   ・海水法排煙脱硫システムの拡販

   ・固形焼却設備、廃液燃焼システムの拡販

 

［海外ビジネスの拡大］

  (水環境事業)

   ・アジア地域における上下水道インフラ案件の開拓

  (産業事業)

    ・当社単体機器を活用したEPCビジネスの推進

   ・新興国および資源国における環境対策プラントの拡販

 

［全社的なコストダウンの推進］

   ・設計、調達、製造、建設等一連のバリューチェーンにおけるコストダウンの推進

   ・アジア地域における当社協力企業への設計、調達、製造委託の推進

   ・プロジェクト遂行体制強化による「総合エンジニアリング力の向上」   
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［研究開発の強化］

  (水環境事業)

   ・汚泥脱水機をはじめとした各種単体機器のブラッシュアップ

   ・汚泥燃料化システム、過給式流動燃焼システムにおける更なる差別化の推進

  (産業事業)

   ・低品位炭乾燥技術の開発

   ・二次電池材料製造技術の開発

 

③ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

当社は、上記①に記載した会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（以下、「本プラン」といいます。）を株主総会におけ

る承認を得て導入いたしております。

 本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われる際に大規模買付者が遵守すべき手続きを設定するも

のであり、当該手続きとは、①事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②取締役

会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。

 本プランにおいては、対抗措置の発動要件として、客観的かつ明確な要件を定めており、発動の要件に該当す

るか否かの判断に当社取締役会の恣意的な判断の介入する余地を可及的に排除しております。また、対抗措置の

発動等、当社取締役会が大規模買付者の提案を評価、検討するに際しては、当社取締役会の恣意的な判断がなさ

れることを防止し、その判断の公正性、合理性ならびに客観性を担保するため、当社の業務執行を行う経営陣か

ら独立した第三者委員会を設置し、その勧告を最大限に尊重することとしており、当社の企業価値、株主共同の

利益の確保に適うような運営が行われる仕組みが確保されております。

 なお、本プランの概要は、平成26年４月24日付「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の更新

に関するお知らせ」として公表しており、このプレスリリース全文については、当社ホームページ

（http://www.tsk-g.co.jp/up_pdf/201404241424.pdf）をご参照願います。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項につきましては、下記のようなものがあります。なお、下記項目における将来の予想に関する事項は、当連

結会計年度末(平成26年３月31日)現在において判断したものであります。

 

① 需要・市場環境

当社グループの事業のうち、水環境事業につきましては、主な顧客である地方自治体における浄水場、下水処

理場等への公共投資の変動が業績に影響を及ぼす可能性があります。また、産業事業につきましては、化学、鉄

鋼、食品等の業界における当社の大口顧客の設備投資動向が業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 海外事業展開に伴うリスク

当社グループの海外事業におきましては、為替相場の変動のほか、各国における政情不安や体制変更、テロの

発生、経済状況の急激な変動、予期しない法規制や税制の変更があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

③ 設備工事および機器製造における事故および災害

当社グループが建設中または建設したプラントおよび単体機器の製造現場において、予期しない事故や災害

等、偶発事象が発生した場合には業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④ 当社グループ事業の特性

当社グループは個別受注生産を中心としており、資材の調達価格や需給状況、外注費用など受注後のコスト上

昇要因等により、契約締結時に見積もったコストと実際のコストとの間に差異が発生することがあります。ま

た、設備工事では、工事途中での設計変更や手直し工事により想定外の追加コストが生じることがあります。他

方、納入した製品および設計・施工したプラント類の不具合等により、補償工事に伴う費用の発生や顧客への補

償等費用負担の発生、さらには顧客等に損害を与えた場合には賠償請求等の訴訟や係争が生じる可能性がありま

す。これらが生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤ 株式相場の変動

当社は株式等の投資有価証券を保有しており、株式相場の急激な変動が業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑥ 退職給付債務

当社グループの年金資産の時価の変動や、運用利回りの状況の変化、割引率等の退職給付債務算定に用いる前

提に変更があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦ 法的規制

当社グループは建設業法、製造物責任法、計量法、産廃物の処理および清掃に関する法律等さまざまな法規制

の適用を受けております。当社グループでは法令遵守の徹底を図っておりますが、法律・規制等が強化された場

合、または予期し得ない法律・規則等の導入・改正等があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

 

⑧ 大規模災害等の発生

当社グループの生産拠点や事業所、工事現場、ならびに取引先の事業拠点において、地震・洪水・火災・雪害

等の大規模自然災害やその他の災害が発生した場合、生産設備や製品等の破損およびライフラインの破損等によ

る生産機能の低下若しくは停止により、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術援助契約

 

契約会社名 相手先の名称 内容 契約期間 対価の受取

月島機械㈱
（当社）

韓国
ハラ・エンジニアリング・
アンド・インダストリアル・
デベロプメント社

スラッジ流動焼却炉及び高速
流動焼却炉の設計、製作、運
転に関する技術

平成14年10月24日から
平成26年10月23日まで

販売価額に対す
る一定の実施料

 

 

(2) 技術受入契約

 

契約会社名 相手先の名称 内容 契約期間 対価の支払

月島機械㈱
（当社）

オーストリア
アンドリッツＡＧ社

プレスロールフィルター及び
ベルト濃縮機の設計、製作に
関する技術

昭和50年10月４日から
解除通知より２年後の
暦年末まで

販売価額に対す
る一定の実施料

米国
アンドリッツセパレーション
社

デカンタ遠心分離機の製造技
術

昭和63年７月18日から
解除通知より２年後の
暦年末まで

同上

スイス
フエルム社

押出型遠心分離機の製造技術
昭和28年３月17日から
平成26年６月26日まで
(注)

同上

ドイツ
フィシア・バブコック・エン
バイロメント社

廃棄物用焼却キルンシステム
の製造技術

平成15年４月１日から
平成29年12月31日まで

対象設備の容量
に対する一定の
実施料

ドイツ
エムティアイ・
ミッシュテヒニーク・
インターナショナル社

産業用ミキサーの製造技術
平成10年10月１日から
平成26年８月19日まで

販売価額に対す
る一定の実施料

米国
ビーピーバイオフューエルズ
アドバンスドテクノロジーイ
ンク社

バイオマスエタノール製造技
術

平成13年７月10日から
平成28年７月９日まで

定額一括払

北アイルランド
バイオマスＣＨＰ社

バイオマスガス化発電技術
平成16年７月31日から
平成26年７月30日まで

定額一括払及び
プロジェクト規
模に対する一定
の実施料

米国
ピーアールエムエナジーシス
テム社

廃棄物ガス化・放出熱交換ノ
ウハウ

平成17年12月27日から
平成27年12月26日まで

定額一括払及び
対象設備の容量
毎の実施料

富士化水工業㈱ 海水法排煙脱硫技術
平成17年９月22日から
平成30年11月10日まで

定額一括払及び
販売価額に対す
る一定の実施料

日本軽金属㈱
パラジクロロベンゼン（ＰＤ
ＣＢ）製造技術

平成21年３月26日から
平成31年３月26日まで

定額一括払及び
販売毎の定額実
施料

 

(注) 有価証券報告書提出日現在更新手続中であります。

 

(3) その他の契約等

 

契約会社名 相手先の名称 締結日 内容

月島機械㈱
（当社）

メタウォーター㈱ 平成19年２月22日
水処理分野におけるライフサイクルビジネスの展開および、
物流での協業、コールセンターの活用、研究開発、商品のク
ロス販売等特定の業務についての協力を目的とした提携

ＪＦＥエンジニアリング㈱ 平成22年11月24日
海外における上下水道設備・バイオマス関連設備・産業廃棄
物処理設備等での共同展開を目的とした業務提携に関する
基本合意
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、会社が持続的に発展していく上では研究開発が要であるとの認識の下、積極的に研究開発を推進

しております。新規事業分野の基礎研究に取り組むとともに、大学や研究機関、さらには、同業他社や異業種企業と

の共同研究にも力を入れております。

なお、当連結会計年度の研究開発費は11億２百万円であります。

 

(1) 水環境事業

水環境事業分野では、バイオマス資源の有効利用ならびに温暖効果ガスの削減を目的に、下水汚泥の効率的処

理とその利活用技術に注力して開発を進めております。

 下水汚泥を低温で炭化処理し臭気のない新燃料とする汚泥燃料化技術は、更なる処理コストの低減に向け、省

エネルギー化およびプロセスの簡素化を進めております。当社グループは、本技術によって生産される汚泥燃料

が、石炭の代替エネルギーとして有効活用されることを期待しております。

 さらに、下水汚泥の消化工程より発生するメタンガスによる発電において、発電量を増やす技術の開発を進め

ております。

 また、当社グループでは、次世代の乾燥技術や汚泥脱水技術の改良など、環境保全に寄与する研究開発を継続

しております。

なお、当連結会計年度の研究開発費は７億７百万円であります。

 

(2) 産業事業

産業事業分野では、環境・エネルギー分野に集中して開発を進めております。

 当社グループでは、褐炭、亜瀝青炭などの低品位な石炭の有効利用を図るための予備乾燥に関する技術開発を

行っております。低品位炭は通常の石炭に比べ含水率が高く、発電効率が悪くなりますが、予備乾燥をすること

により発電効率を改善し、CO2排出量の削減につなげることができます。

 新エネルギー技術としては、非可食系原料、具体的にはサトウキビの絞りかすであるバガスからのバイオマス

エタノール製造技術開発を進めており、酵素を利用した糖化発酵プロセスの商業化を目指した開発を積極的に推

進しております。

 ファインケミカル分野では、主に二次電池産業をターゲットに新型脱水機の開発やミクロン粒子の晶析技術開

発を進めております。

 その他、遠心分離機の改良など、当社主力単体機器の技術開発を実施し、実プロセスへの適用を積極的に展開

しております。

なお、当連結会計年度の研究開発費は３億95百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成26年３月31日）現在において当社グループ（当社および連結

子会社）が判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針および見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れており、経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき見積りや判断を行って

おりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。財政状

態および経営成績に関する主要な点は以下のとおりであります。

 

① 当社グル－プの売上高は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

 

② 退職給付費用および債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。したがっ

て、実際の年金資産運用収益が前提条件に基づく期待運用収益に満たない場合等は、認識される費用およ

び計上される債務に影響を及ぼします。

 

③ 当社グループは、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討しております。当該資産の回収が不確

実と考えられる部分に対しては評価性引当額を計上しております。回収可能性の判断においては、将来の

課税所得の見積額と実行可能なタックス・プランニングを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を

有すると考えられる範囲で繰延税金資産を計上しております。
 

 

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度末の資産合計は986億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ65億93百万円増加しました。こ

れは主に、固定資産の取得と売却による建物及び構築物の増加37億51百万円、建設仮勘定の減少12億49百万円お

よび土地の減少26億56百万円等の他、その他流動資産が26億64百万円、投資有価証券が44億４百万円それぞれ増

加したこと等によるものであります。

 負債合計は429億54百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億３百万円増加しました。これは主に、退職給付

会計基準等の適用による退職給付引当金の減少58億26百万円と退職給付に係る負債の増加68億28百万円の他、そ

の他流動負債の減少７億８百万円等はあったものの繰延税金負債が11億57百万円増加したこと等によるものであ

ります。

 純資産合計は557億34百万円となり、前連結会計年度末に比べ53億89万円増加しました。これは主に、剰余金の

配当等による減少はあったものの、当期純利益の計上により利益剰余金が33億18百万円、株式等時価評価により

その他有価証券評価差額金が22億53百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。

 

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度における当社グループの業績は、受注高は前連結会計年度に比べ5.5％減少の795億52百万円と

なりました。また、売上高は前連結会計年度に比べ10.8％減収の712億16百万円となりました。この売上高の減収

は、前連結会計年度に産業事業において数件の大口案件が計上された反動によるものであります。一方、損益面

につきましては、営業利益は前連結会計年度に比べ13.2％増益の50億１百万円、経常利益は前連結会計年度に比

べ10.9％増益の52億２百万円となりました。当期純利益は固定資産売却益の計上もあり、当社グループにおいて

の最高益となる前連結会計年度に比べ68.2％増益の39億86百万円となりました。

 なお、セグメントの経営成績につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績」に記載のと

おりであります。
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(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの主力製品は個別受注生産であり、様々な外部要因によって、売上高および利益が計画どおりに

計上されない可能性があります。

  なお、詳細は「第２ 事業の状況  ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 

(5) 資本の財源および資金の流動性についての分析

当社グループの主な資金需要は、運転資本、設備投資、研究開発、IT投資に対するものであり、それらは内部

留保資金および借入金により賄われております。

  なお、詳細は「第２ 事業の状況  １ 業績等の概要  (2) キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであり

ます。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

次期の景況につきましては、海外経済において一部弱さが顕在化していることを懸念材料としながらも、景気

は緩やかながら持ち直していくことが期待されます。

 機械業界では、国内の上下水道分野においては公共投資の底堅い動きが見込まれます。また、民間の設備投資

においては、国内はこれまでの企業収益の改善等を背景に、持ち直し傾向が続くことが見込まれます。海外は景

気の底堅さを背景に次第に持ち直しに向かうことが期待されるものの、地政学的リスクに留意する必要がありま

す。

 このような状況の下で当社グループは、世界的な流れである地球温暖化防止のために環境・エネルギー技術の

研鑽を継続するとともに、海外ビジネスの拡大を進めてまいります。また、グローバルな競争環境下において受

注を獲得するための施策として、設計・調達・製造・建設などの一連のバリューチェーンにおけるコストダウン

を推進するとともに、技術の差別化を図るための研究開発を推進してまいります。

 

（水環境事業）

水環境事業を取り巻く市場環境としては、公共投資の底堅さはあるものの、市場の成熟化により価格競争が

激しさを増すなど今後も厳しい状況が続くものと想定されます。

 このような認識の下で当社グループは、地球温暖化防止に寄与する「環境・エネルギー」技術の更なる研鑚

に努めて、競合他社との差別化を図ってまいります。特に当社グループが得意とする汚泥処理分野における省

エネルギー、創エネルギーを実現するために経営資源を集中し、差別化された技術とそれらを活用したPFI、

DBO事業や長期・包括的O&M業務等のライフサイクルビジネスを展開いたします。また、「再生可能エネルギー

の固定価格買取制度」を活用した下水消化ガス発電事業に積極的に投資することで、安定収益事業としての確

立を進めてまいります。

 

（産業事業）

産業事業を取り巻く市場環境としては、国内外において一定の設備投資意欲が認められるなど、中期的には

各種設備の市場拡大が期待できるものと想定されます。

 このような認識の下で当社グループは、各種産業分野において、多数の納入実績を誇る大型乾燥機や分離

機、ガスホルダ、廃液燃焼システム等の主力製品を「環境・エネルギー技術」として再構築し、海外も含めた

幅広い業種へ展開することで事業規模の拡大を図ってまいります。また、海外における高付加価値製品のプラ

ント建設ニーズを取り込み、当社単体機器を活用したEPCビジネスを推進してまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、当社新本社ビル建設や月島機械永代ビルの取得および市川工場設備更新等

を中心に総額57億76百万円の設備投資を行いました。

 

セグメントごとの設備投資については、次のとおりであります。

(1) 水環境事業

当連結会計年度の主な設備投資等は、当社新本社ビル建設や月島機械永代ビルの取得および市川工場設備更新

等に総額30億95百万円の投資を実施いたしました。

 

(2) 産業事業

当連結会計年度の主な設備投資等は、当社新本社ビル建設や月島機械永代ビルの取得および市川工場設備更新

等に総額22億81百万円の投資を実施いたしました。

 

(3) その他

当連結会計年度においては、設備投資等を実施いたしませんでした。

 

(4) 全社(共通)

当連結会計年度の主な設備投資等は、当社新本社ビル建設や月島機械永代ビルの取得等に総額３億99百万円の

投資を実施いたしました。

 

当連結会計年度において、以下の主要な設備を売却しております。その内容は次のとおりであります。

 

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容 売却年月
前連結会計年度末
帳簿価額
(百万円)

提出会社
環境プロセス開発センター

千葉県市川市
水環境事業
産業事業

研究開発施設設備 平成25年12月 4,424
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成26年３月31日現在

事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
リース資産 その他 合計

市川工場

(千葉県市川市)

水環境事業

産業事業
一般機械生産設備 1,014 430

777

(82,616)
4 20 2,247

104

(13)

研究所

(千葉県市川市)

水環境事業

産業事業
研究開発施設設備 293 212

―

(―)
― 21 527

18

(7)

新本社

(東京都中央区)

水環境事業

産業事業

全社(共通)

本社設備 3,101 47
1,435

(1,882)
127 109 4,821

532

(107)
 

 

(2) 国内子会社

平成26年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
リース資産 その他 合計

サンエコサーマ

ル㈱

本社

(栃木県鹿沼市)
産業事業 焼却設備 362 550

402

(43,259)
6 3 1,324

35

(8)
 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

３ 従業員数の( )内は、臨時従業員数を外書きしております。

４ 生産能力に重要な影響を及ぼすような機械装置等の休止はありません。

５ 連結会社以外からの賃借設備のうち、主要なものはありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年６月27日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 45,625,800 45,625,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 45,625,800 45,625,800 ― ―
 

(注) 平成26年４月24日開催の取締役会決議に基づき、平成26年６月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更

しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成７年５月19日 (注) 4,147,800 45,625,800 ― 6,646 ― 5,485
 

(注) 株式分割 １株につき1.1株
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(6) 【所有者別状況】

平成26年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 29 15 216 112 1 3,347 3,720 ―

所有株式数
(単元)

― 11,349 179 19,555 5,569 2 8,756 45,410 215,800

所有株式数の
割合(％)

― 24.99 0.40 43.06 12.26 0.01 19.28 100.00 ―
 

(注) １ 自己株式1,118,801株は、「個人その他」に1,118単元、「単元未満株式の状況」に801株含まれております。

なお、自己株式1,118,801株は期末日現在の実質的な所有株式数であります。

２ 平成26年４月24日開催の取締役会決議に基づき、平成26年６月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変

更しております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

富士電機株式会社 神奈川県川崎市川崎区田辺新田１－１ 5,597 12.26

大同生命保険株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社)

大阪府大阪市西区江戸堀１－２－１
（東京都中央区晴海１－８－11）

2,000 4.38

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸１－２－３ 1,885 4.13

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,344 2.94

株式会社日本製鋼所 東京都品川区大崎１－11－１ 1,300 2.84

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託
口）

東京都港区浜松町２－11－３ 1,284 2.81

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロ
ンドン エス エル オムニバス アカウント
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND
（東京都中央区月島４－16－13）

1,056 2.31

東洋電機製造株式会社 東京都中央区八重洲１－４－16 880 1.92

応用地質株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 872 1.91

前田建設工業株式会社
東京都千代田区猿楽町２－８－８
猿楽町ビル

800 1.75

計 ― 17,018 37.29
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式1,118千株（2.45％）があります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式1,118,000

― 単元株式数　1,000株

完全議決権株式(その他)
普通株式

44,292,000
44,292 単元株式数　1,000株

単元未満株式 普通株式 215,800 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 45,625,800 ― ―

総株主の議決権 ― 44,292 ―
 

(注) 平成26年４月24日開催の取締役会決議に基づき、平成26年６月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更

しております。

 

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
月島機械株式会社

東京都中央区晴海３－５－１ 1,118,000 ― 1,118,000 2.45

計 ― 1,118,000 ― 1,118,000 2.45
 

(注)  株主名簿上は月島機械株式会社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式はありません。

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 4,826 4,924,619

当期間における取得自己株式 899 970,038
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 1,118,801 ─ 1,119,700 ─
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、毎期の業績、新規投資、連結配当性向等を総合的に勘案しなが

ら安定配当に努めることを利益配分の基本方針としております。

 内部留保資金につきましては、長期的な展望に立った新事業開拓・育成への投資、新技術開発のための研究開発

投資等に活用し、企業基盤の強化に取り組んでまいります。

 なお、当社は、機動的な配当政策および資本政策の遂行を図るため、剰余金の配当、自己株式の取得等を株主総

会のほか、取締役会の決議により行うことができる体制を整えております。 

上記の基本方針に加え、近年の経営努力により収益体質の強化が進んだことから、当事業年度の期末配当につき

ましては、本年５月27日開催の取締役会において１株当たり２円増配の10円とし、これにより、当事業年度の配当

金は、中間配当金を含め１株当たり17円となります。

 

(注) １ 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰

余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

２ 当社は、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

３ 当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで

きる旨を定款に定めております。

４ 当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成25年10月28日
311 7.00

取締役会決議

平成26年５月27日
445 10.00

取締役会決議
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第148期 第149期 第150期 第151期 第152期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高(円) 682 870 805 914 1,238

最低(円) 472 490 559 573 801
 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成25年
10月

11月 12月
平成26年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,070 1,119 1,094 1,238 1,124 1,187

最低(円) 938 1,020 1,011 1,027 932 1,024
 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

代表取締役
社長
兼社長執行
役員

 山田　和彦 昭和22年１月１日生

昭和44年４月 当社入社

１年 63

平成10年４月 理事

平成12年４月 管理統括担当、中期経営計画担当

平成12年６月 取締役

平成14年６月 常務取締役

平成15年６月 代表取締役専務取締役

平成17年６月 代表取締役社長兼社長執行役員(現)

取締役
兼常務執行
役員

エンジニアリング本部長

エンジニアリング本部グ
ローバル製造・調達推進
室、品質管理部、機器設
計部、建設部、市川工
場、

品質保証室担当

中島　和男 昭和27年９月28日生

昭和50年４月 当社入社

１年 20

平成15年６月 コストエンジニアリング部長

平成17年６月 執行役員

平成20年10月 常務執行役員

平成21年６月 取締役兼執行役員

平成25年４月 取締役兼常務執行役員（現）

取締役
兼常務執行
役員

産業事業本部長

企画・管理本部副本部長

産業事業本部事業統括
室、営業部、コストエン
ジニアリング室、

企画・管理本部情報シス
テム部担当

海外統括担当

吉川　　孝 昭和33年４月18日生

昭和56年４月 当社入社

１年 20

平成14年６月 人事部長

平成18年４月 執行役員

平成21年６月 取締役兼執行役員

平成25年４月 取締役兼常務執行役員（現）

取締役
兼執行役員

企画・管理本部長

企画・管理本部法務部、
ＣＳＲ統括室担当

関連会社統括担当

企業倫理担当

ＣＳＲ統括室長

牧　　虎彦 昭和26年10月28日生

 
千代田化工建設㈱ライセンシング部長

を経て

１年 20

平成13年５月 当社入社

平成14年10月 法務部長

平成15年４月 執行役員

平成19年６月 常務執行役員

平成20年６月 取締役兼執行役員（現）

取締役
兼執行役員

水環境事業本部長

水環境事業本部事業統括
部、コストエンジニアリ
ング室担当

渡邊　彰彦 昭和30年４月21日生

 中道機械㈱を経て

１年 14

昭和63年11月 当社入社

平成14年８月 札幌支店長

平成19年６月 月島テクノメンテサービス㈱代表取締

役副社長兼副社長執行役員

平成20年４月 同社代表取締役社長兼社長執行役員

平成22年４月 当社執行役員兼同社取締役

平成22年６月 当社取締役兼執行役員(現)

取締役 ― 寺西　正司 昭和22年２月６日生

平成14年１月 ㈱ＵＦＪ銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行)代表取締役頭取

１年 3

平成14年６月 ㈱ＵＦＪホールディングス(現㈱三菱Ｕ

ＦＪフィナンシャル・グループ)取締役

平成16年７月 同行名誉顧問

平成17年12月 当社顧問

平成18年１月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行名誉顧問(現)

平成20年６月 日東電工㈱社外監査役(現)

平成23年６月 当社取締役(現)

取締役 ― 谷口　進一 昭和24年３月16日生

平成21年４月 新日本製鐵㈱(現新日鐵住金㈱)代表取

締役副社長
１年 1

平成24年10月 新日鐵住金㈱常任顧問(現)

平成26年６月 当社取締役(現)

取締役 ― 重兼　壽夫 昭和26年１月６日生

平成20年６月 富士電機デバイステクノロジー㈱代表

取締役社長

富士電機ホールディングス㈱(現富士電

機㈱)取締役

１年 ―

平成21年６月 同社取締役シニアエグゼクティブオ

フィサー

平成23年４月 同社取締役執行役員専務

平成24年４月 同社取締役執行役員副社長

平成24年６月 同社代表取締役執行役員副社長

平成26年４月 同社代表取締役

平成26年６月 同社特別顧問(現)

フジテック㈱社外取締役（現）

当社取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

監査役
(常勤)

― 石山　勝己 昭和24年２月６日生

昭和47年４月 当社入社

４年 14

平成14年６月 執行役員

平成16年６月 取締役

平成17年６月 取締役兼執行役員

平成21年６月 技監

平成22年６月 監査役(現)

監査役
(常勤)

― 髙石　健雄 昭和16年８月16日生

平成13年６月 富士電機㈱常任監査役

４年 16平成18年６月 同社顧問

 当社監査役(現)

監査役 ― 尾内　正道 昭和17年６月15日生

昭和50年９月 公認会計士登録

４年 1

昭和52年６月 税理士登録

昭和53年１月 尾内公認会計士事務所・税理士尾内正

道事務所開設

昭和58年８月 ㈱三菱総合研究所客員研究員

平成15年７月 早稲田大学会計研究所嘱託研究員

平成19年７月 日本公認会計士協会副会長

平成22年７月 日本公認会計士協会監事

平成24年６月 当社補欠監査役

平成25年６月 当社監査役(現)

計 172
 

(注) １ 取締役寺西正司、谷口進一および重兼壽夫の３氏は、社外取締役であります。

２ 監査役髙石健雄、尾内正道の両氏は、社外監査役であります。

３ 取締役全員の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

４ 監査役石山勝己、髙石健雄の両氏の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月

期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５ 監査役尾内正道氏の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。補

欠監査役の略歴は以下のとおりであります。
 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

小田木　毅 昭和17年９月14日生

昭和45年４月 弁護士登録

石井法律事務所弁護士

－

昭和55年４月 石井法律事務所パートナー弁護士(現)

昭和61年９月 インベスコエムアイエム投資顧問㈱監査役

平成２年11月 インベスコエムアイエム投信㈱監査役

平成14年６月 雪印乳業㈱(現雪印メグミルク㈱)社外監査役

平成23年６月 東京製鋼㈱社外監査役(現)

平成25年６月 当社補欠監査役(現)
 

　
７ 当社では機動的な経営と業務執行のスピードアップを図ることを目的として、執行役員制度を導入しており

ます。業務執行のみを行う執行役員は以下の11名であります。
 

常務執行役員 エンジニアリング本部調達部担当 梅澤　道彦

常務執行役員 開発本部長、開発本部研究開発部、研究所、産業事業本部プラント計画部担当、研究開発部長、研究所長 三輪　浩司

常務執行役員 水環境事業本部東京支社担当、東京支社長 柴田　　彰

常務執行役員 産業事業本部プラント計画部副担当（ＩＣＡプロジェクト担当） 下田　啓二

執行役員 エンジニアリング本部プラントエンジニアリング部、電装技術部担当、プラントエンジニアリング部長 渡辺　　純

執行役員 産業事業本部海外営業部担当、海外営業部長 山田　雅之

執行役員 産業事業本部営業部副担当 黒板　雄作

執行役員 水環境事業本部海外水インフラ室担当 鷹取　啓太

執行役員 水環境事業本部大阪支社担当、大阪支社長 青木　真人

執行役員 企画・管理本部経営企画部、財務部、総務人事部担当、総務人事部長 高野　　亨

執行役員 水環境事業本部ソリューション技術部、新事業推進部担当、新事業推進部長 福沢　義之
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社が今後の成長と発展をより確実なものとするためにはコーポレート・ガバナンスの充実が経営上の重要な

課題であると認識しております。企業の社会的責任を果し、株主、顧客、従業員、地域社会、協力会社を含むス

テークホルダーからの信頼を得、月島機械グループ全体の企業価値向上を目指します。

 

(企業理念)

当社は下記の企業理念を定め、経営の拠り所としております。

１． わが社は最良の技術をもって産業の発展と環境保全に寄与し、社会に貢献します

１． わが社は市場のニーズを先取りし、最良の商品とサービスを顧客に提供します

１． わが社は創意と活力によって発展し、豊かで働きがいのある企業をめざします

 

② コーポレート・ガバナンスの体制

（コーポレート・ガバナンスの体制の概要とその体制を採用する理由）

 当社は、「取締役会」が取締役の職務執行について全てを掌握し、かつ経営判断とその判断に基づく迅速な執

行をすることが必要であると考え、職務の執行にあたる取締役は執行役員を兼務することとし、一方において業

務執行の監督および牽制を効果的に実施するため、執行役員を兼務しない「社外取締役」を設けております。取

締役の員数は、定款で11名以内と定めており、現状の構成は、８名（うち、社外取締役３名）であります。

 社外取締役の選任にあたっては、企業経営に関する見識と経験が豊富である他社役員、役員経験者および専門

分野に関する知見を有する有資格者、学識経験者等より当社との特別な利害関係をもたず、独立した立場から意

思決定、経営監督ができることを基準としております。

 当社は監査役設置会社であり、監査役３名のうち、２名は社外監査役であります。監査役は、取締役会に同席

し必要に応じて意見を表明することにより、意思決定の適法性監査、株主の視点に立脚した監督ができる体制に

しております。

 社外監査役の選任にあたっては、企業活動に関する見識と経験が豊富な他社役員、役員経験者および弁護士、

公認会計士等の有資格者、学識経験者あるいはこれに準ずる者より当社との特別な利害関係をもたず、独立した

立場から意思決定の監査、経営監督ができることを基準としております。

 監査役は内部監査・内部統制部門と定期的な打ち合わせを行い、内部監査結果の報告を受け、意見の交換を

行っております。また、監査役と内部監査部門は会計監査とも連携し、意見の交換を行っております。

 

③ 社外取締役または社外監査役の独立性に関する基準または方針

基準または方針はありませんが、社外役員の選任にあたっては、金融商品取引所に対し独立役員を届け出る際

の事前相談の要否を参考にしております。
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（社外役員） 

イ 社外取締役

 社外取締役寺西正司氏は、金融機関における長年の経験と財務に関する豊富な知見をもとに意思決定にかか

わる重要な意見を述べるとともに、当社グループの経営に関し有益な指摘や重要な助言を行っております。同

氏と当社との間には特別の利害関係はありません。同氏は株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の出身であります。同

行は当社グループの主要な借入先でありますが、借入は当社子会社のものであり、当社は同行からの借入はあ

りません。同氏の他の兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

社外取締役谷口進一氏は、長年にわたる製造業における企業経営の豊富な経験と知見に基づき、当社グルー

プの経営に関し有益な指摘や意見を述べていただくため、社外取締役に選任しております。同氏と当社との間

には特別の利害関係はありません。同氏は新日鐵住金株式会社の出身であります。当社は同社と機器の販売、

鋼材の購入等の取引がありますが、これらの取引は当社の売上高の約１％、同社の売上高の１％未満の取引で

あり、当社および同社の事業規模に比して僅少であります。同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員で

あります。

 社外取締役重兼壽夫氏は、長年にわたる製造業における企業経営の豊富な経験と知見に基づき、当社グルー

プの経営に関し有益な指摘や意見を述べていただくため、社外取締役に選任しております。同氏と当社との間

には特別の利害関係はありません。同氏は富士電機株式会社の出身であります。同社は当社の主要株主であり

ます。当社は同社と部品の受託加工、電気品の購入等の取引がありますが、これらの取引は当社および同社の

各売上高の１％未満の取引であり、当社および同社の事業規模に比して僅少であります。同氏の他の兼職先と

当社との間には特別の関係はありません。 

 

ロ 社外監査役

 社外監査役髙石健雄氏は、業務執行の監査および経営事項に関する公正な監査意見を述べるとともに、上場

企業における経理部長、監査役を歴任した豊富な財務・会計の知見を活かし、監査上貴重な指摘や助言を行っ

ております。同氏と当社との間には特別の利害関係はありません。同氏は富士電機株式会社の出身でありま

す。同社は当社の主要株主であります。当社は同社と部品の受託加工、電気品の購入等の取引がありますが、

これらの取引は当社および同社の各売上高の１％未満の取引であり、当社および同社の事業規模に比して僅少

であります。

 社外監査役尾内正道氏は、業務執行の監査および経営事項に関する公正な監査意見を述べるとともに、公認

会計士および税理士として専門的な見地から、監査上貴重な指摘や助言を行っております。同氏と当社との間

には特別の利害関係はありません。また、同氏の他の兼職先と当社との間には特別の関係はありません。同氏

は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

 

ハ 責任限定契約

 当社と各社外役員との間では会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基

づく賠償責任の限度額は、950万円または法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額としております。
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④ 企業グループ全体に於ける考え方

 当社は、当社グループ各社の経営については、各社の自主性を尊重しつつ、「子会社・関連会社の管理基準」

に基づき当社グループ各社からの定期的な報告と、重要事項については事前了解をとることを求めております。

上記に関して当社グループ各社の活動を把握し、適正に指導するために「関連会社統括」の取締役を任命してお

ります。

 また、当社グループ各社の業務執行の監督および牽制のため、当社グループ各社に取締役・監査役を派遣して

おります。

 

⑤ 業務執行

 当社および当社グループ各社の経営に関する重要事項については、社内規程に基づき、取締役兼執行役員によ

り構成される「経営会議」（原則毎週開催）で審議・承認、報告・了承し、当該付議事項のうち、職務権限規程

において取締役会付議事項とされたものおよび当社グループ各社の経営に重大な影響を与える事項については、

取締役会で審議・承認、報告・了承しております。

 また、当社ならびに当社グループ各社は、業務の適正を確保するため、中期経営計画およびこれに基づく年次

計画および具体的な目標を設定しております。当社は、当該目標の達成を、四半期毎の「グループ進捗審議会」

でレビューすることにより目標達成の確度を高め、業務の効率性を確保しております。

 

⑥ 会計監査

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は佐藤賢治、林映男および尾上友之の３名であり井上監査法人に所

属しております。また、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士２名であります。

 

⑦ 内部統制システムの整備の状況

 当社は、当社グループの内部統制システムの基本方針を、平成18年５月17日の取締役会にて決議し、平成19年

３月28日の取締役会にて金融商品取引法による財務報告に係る内部統制の評価と監査要請等を考慮して見直しを

行い、平成19年６月21日の取締役会にて内部監査室および総務部コンプライアンス室を統合し、内部統制、コン

プライアンス等を一元的に管理していく組織としてＣＳＲ統括室を設置する旨承認し、平成20年３月25日の取締

役会にて反社会的勢力の排除について決議しております。

 

⑧ コンプライアンス

 当社はコンプライアンスの強化にも取り組んでおり、「月島機械グループ企業行動基準」を定め、当社および

当社グループ各社の役職員全員が遵守すべきものとしています。また、企業行動基準を具体化するために、各種

「社内規程」（例えば、個人情報保護基本規程、営業秘密等管理規程、独占禁止法遵守プログラム、インサイ

ダー取引防止規程等）にその詳細を定めております。これらの規程の実効性を担保するために「倫理担当役員」

を任命し、ＣＳＲ統括室に「コンプライアンス・内部統制グループ」を組織し、また、「企業倫理ヘルプライ

ン」を設け、法令、定款に適合しない行為の未然防止、早期発見に努め、社外の弁護士を「企業倫理ヘルプライ

ン」の受信者側の一人として任命しております。
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⑨ リスク管理体制の整備の状況

 当社は、当社および当社グループ各社の損失の危険の管理を行うため、「月島機械グループリスクマネジメン

ト規程」を定め、有事に際しては取締役により構成される「危機管理委員会」が、当社グループ各社を統括して

危機管理にあたります。危機管理委員会はその常設機関として総務部門等関連部門より構成される「危機管理委

員会事務局」を設置し、危機管理に必要な活動を行います。平時においてはＣＳＲ統括室にてリスク分析やリス

ク関連情報の収集、管理を行い、必要に応じて経営に報告いたします。

 また、業務執行に対する監査機能の強化を目的としてＣＳＲ統括室に「内部監査グループ(４名)」を組織し、

「内部監査」を実施した上で、その結果を取締役会および監査役会に報告いたします。

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制は、下図のとおりであります。
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⑩ 役員報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額
(百万円) 対象となる

役員の員数
(名)基本報酬 賞与

取締役
(社外取締役を除く。)

204 160 43 7

監査役
(社外監査役を除く。)

17 17 ― 1

社外役員 46 43 2 6
 

(注) 上記には、当事業年度中に退任した取締役２名、社外役員１名が含まれております。

 

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

 

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

（報酬等の内容の決定に関する方針）

 当社の取締役、監査役の報酬等は、優秀な人材を確保・維持できる水準を勘案しつつ、業績の向上および企業

価値の向上へのインセンティブを考慮した報酬体系としております。

 

（取締役の報酬）

 常勤取締役は各事業年度における業績の向上ならびに、長期的な企業価値の向上に向けて職責を負うことか

ら、その報酬は役位に応じた定額報酬と、業績連動報酬（役員賞与）で構成しております。

 社外取締役は職務執行に対する監督の職責を負うことから、その報酬は賞与を含め定額報酬としております。

 

（監査役の報酬）

 監査役は職務執行に対する監査の職責を負うことからその報酬は定額報酬としております。

 

 なお、取締役、監査役は定額報酬の一部を役員持株会へ拠出しております。但し、社外取締役および非常勤監

査役の役員持株会への拠出は任意としております。
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⑪ 株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                   42銘柄

貸借対照表計上額の合計額 18,433百万円

 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有

目的

（前事業年度）

特定投資株式

 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友不動産㈱ 547,000 1,966
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 1,614,800 1,834
財務・総務に係る業務の円滑な推進を
目的とする投資

㈱カナモト 700,000 1,375
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

日揮㈱ 574,000 1,365
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

前田建設工業㈱ 3,016,000 1,146
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

日本工営㈱ 1,843,000 715
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

新日鐵住金㈱ 2,240,000 526
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

ＩＴホールディングス㈱ 421,400 523
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

応用地質㈱ 317,400 496
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱日本製鋼所 843,000 422
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 706,900 394
財務・総務に係る業務の円滑な推進を
目的とする投資

大阪瓦斯㈱ 921,000 381
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱岡村製作所 534,000 374
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

山九㈱ 871,000 364
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

電源開発㈱ 130,400 323
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

新明和工業㈱ 400,000 295
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東洋電機製造㈱ 798,000 258
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東洋紡績㈱ 1,240,000 198
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

丸紅㈱ 248,000 174
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

松井建設㈱ 323,000 111
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東洋建設㈱ 370,000 103
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

ユシロ化学工業㈱ 101,000 93
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東リ㈱ 324,000 69
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資
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銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

ニチアス㈱ 119,000 66
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

日本上下水道設計㈱ 40,000 48
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

巴工業㈱ 24,000 48
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

三菱瓦斯化学㈱ 31,000 19
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱三井住友フィナンシャルグループ 4,200 15
財務・総務に係る業務の円滑な推進を
目的とする投資

㈱巴コーポレーション 33,000 11
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

塩水港精糖㈱ 30,000 7
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

 

 

（当事業年度）

特定投資株式

 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友不動産㈱ 547,000 2,210
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱カナモト 700,000 2,114
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

日揮㈱ 574,000 2,060
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 1,614,800 1,981
財務・総務に係る業務の円滑な推進を
目的とする投資

前田建設工業㈱ 3,016,000 1,960
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

日本工営㈱ 1,843,000 949
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱岡村製作所 1,024,000 925
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

ＩＴホールディングス㈱ 421,400 713
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱日本製鋼所 1,477,000 683
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

新日鐵住金㈱ 2,240,000 631
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

応用地質㈱ 317,400 446
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 706,900 400
財務・総務に係る業務の円滑な推進を
目的とする投資

電源開発㈱ 130,400 380
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

新明和工業㈱ 400,000 376
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

大阪瓦斯㈱ 921,000 360
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

山九㈱ 871,000 337
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東洋電機製造㈱ 798,000 279
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東洋紡績㈱ 1,240,000 200
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

巴工業㈱ 115,000 196
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

丸紅㈱ 248,000 171
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

松井建設㈱ 323,000 142
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東洋建設㈱ 370,000 134
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資
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銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

ユシロ化学工業㈱ 101,000 102
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

ニチアス㈱ 119,000 78
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

東リ㈱ 324,000 66
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

日本上下水道設計㈱ 40,000 50
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱三井住友フィナンシャルグループ 4,200 18
財務・総務に係る業務の円滑な推進を
目的とする投資

三菱瓦斯化学㈱ 31,000 18
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

㈱巴コーポレーション 33,000 14
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

塩水港精糖㈱ 30,000 8
営業活動上の取引関係の維持・強化を
目的とする投資

 

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

⑫ 株主総会の特別決議要件

 当社は、株主総会の円滑な運営を行うため株主総会の特別決議要件について、「議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。」旨を定款に

定めております。

 

⑬ 取締役選任の決議要件

 当社は、取締役の選任決議について、「議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。」旨および「累積投票によらないものとする。」旨を定款に

定めております。

 

⑭ 取締役および監査役の責任減免

 会社法426条第１項の規定に基づき取締役会の決議により、同法第423条第１項に規定する取締役（取締役で

あった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の賠償責任について、「法令に定める要件に該

当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することがで

きる。」旨を定款に定めております。これは、職務遂行にあたって期待される役割を充分に発揮できるようにす

るためであります。

 

⑮ 剰余金の配当等の決定機関

 当社は、機動的な配当政策、および資本政策の遂行を図るため、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に

定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により定めることができる。」旨を

定款に定めております。

 また、当社は、剰余金の配当の基準日について、「期末配当は毎年３月31日、中間配当は毎年９月30日、その

他は基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。」旨を定款に定めております。

 なお、取締役の任期は１年とし、事業年度における経営責任をより明確にしております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 25 ─ 25 ─

連結子会社 0 ─ 1 ─

計 26 ─ 27 ─
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数、当社の規模・業務の特性等を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 なお、当連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務諸表に含まれる比較情報につい

ては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内

閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表について、井上監査法

人の監査を受けております。

 

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、また、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、開示書類作成等のセミナーに定期的に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※３  16,905 ※３  17,201

  受取手形及び売掛金 ※３，※８  34,126 ※３  33,034

  有価証券 6,000 6,500

  仕掛品 ※７  2,678 2,795

  原材料及び貯蔵品 127 133

  繰延税金資産 2,530 2,291

  その他 ※３  548 ※３  3,212

  貸倒引当金 △205 △104

  流動資産合計 62,712 65,064

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,513 6,264

   機械装置及び運搬具（純額） 1,446 1,262

   土地 7,001 4,345

   リース資産（純額） 439 448

   建設仮勘定 1,319 70

   その他（純額） 127 230

   有形固定資産合計 ※２  12,848 ※２  12,621

  無形固定資産   

   のれん 326 279

   その他 313 378

   無形固定資産合計 639 658

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１，※３  14,299 ※１，※３  18,703

   長期貸付金 ※３  189 ※３  186

   繰延税金資産 1,127 1,153

   その他 485 690

   貸倒引当金 △208 △389

   投資その他の資産合計 15,894 20,344

  固定資産合計 29,383 33,624

 資産合計 92,095 98,688
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 14,758 14,724

  短期借入金 50 57

  1年内返済予定の長期借入金 ※３，※５  396 ※３，※５  384

  リース債務 154 177

  未払法人税等 1,043 1,674

  前受金 4,390 4,453

  賞与引当金 1,723 1,834

  完成工事補償引当金 1,570 1,132

  工事損失引当金 ※７  448 370

  その他 5,538 4,829

  流動負債合計 30,073 29,639

 固定負債   

  長期借入金 ※３，※５  3,603 ※３，※５  3,218

  リース債務 360 353

  繰延税金負債 1,105 2,262

  退職給付引当金 5,826 -

  役員退職慰労引当金 83 91

  退職給付に係る負債 - 6,828

  資産除去債務 176 169

  その他 523 390

  固定負債合計 11,676 13,315

 負債合計 41,750 42,954

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,646 6,646

  資本剰余金 5,485 5,485

  利益剰余金 36,262 39,580

  自己株式 △594 △599

  株主資本合計 47,800 51,114

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,277 4,530

  繰延ヘッジ損益 △39 △42

  為替換算調整勘定 15 72

  退職給付に係る調整累計額 - △340

  その他の包括利益累計額合計 2,253 4,219

 少数株主持分 291 399

 純資産合計 50,344 55,734

負債純資産合計 92,095 98,688
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 ※１  79,866 ※１  71,216

売上原価 ※２，※５，※６  65,460 ※２，※５，※６  56,388

売上総利益 14,406 14,828

販売費及び一般管理費   

 見積設計費 948 995

 
役員報酬及び従業員給与・諸手当・賞与・福利
費

3,808 3,932

 貸倒引当金繰入額 148 124

 賞与引当金繰入額 465 483

 退職給付引当金繰入額 250 -

 退職給付費用 - 228

 役員退職慰労引当金繰入額 19 19

 旅費及び交通費 452 477

 減価償却費 441 458

 その他 3,451 3,106

 販売費及び一般管理費合計 ※２  9,986 ※２  9,827

営業利益 4,419 5,001

営業外収益   

 受取利息 36 45

 受取配当金 300 271

 持分法による投資利益 6 6

 その他 79 41

 営業外収益合計 423 364

営業外費用   

 支払利息 91 85

 支払保証料 18 20

 寄付金 3 2

 為替差損 - 26

 その他 41 29

 営業外費用合計 154 164

経常利益 4,688 5,202

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  0 ※３  2,712

 投資有価証券売却益 198 -

 特別利益合計 199 2,712

特別損失   

 固定資産除売却損 ※４  32 ※４  100

 減損損失 ※７  787 -

 本社移転費用 - ※８  338

 移転費用 - ※９  284

 退職給付費用 - ※10  278

 その他 19 61

 特別損失合計 839 1,064

税金等調整前当期純利益 4,048 6,850
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

法人税、住民税及び事業税 1,343 2,473

法人税等調整額 259 305

法人税等合計 1,602 2,778

少数株主損益調整前当期純利益 2,446 4,071

少数株主利益 76 84

当期純利益 2,369 3,986
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,446 4,071

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,864 2,253

 繰延ヘッジ損益 △15 2

 為替換算調整勘定 75 92

 持分法適用会社に対する持分相当額 3 0

 その他の包括利益合計 ※１  1,927 ※１  2,349

包括利益 4,373 6,420

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 4,268 6,294

 少数株主に係る包括利益 105 126
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,646 5,485 34,562 △593 46,101

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △667 　 △667

当期純利益 　 　 2,369 　 2,369

持分法の適用範囲の

変動
　 　 △2 　 △2

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 1,699 △0 1,698

当期末残高 6,646 5,485 36,262 △594 47,800
 

 
 

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 412 △30 △27 ― 354 198 46,655

当期変動額 　 　 　  　 　 　

剰余金の配当 　 　 　  　 　 △667

当期純利益 　 　 　  　 　 2,369

持分法の適用範囲の

変動
　 　 　  　 　 △2

自己株式の取得 　 　 　  　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
1,864 △9 42 ― 1,898 92 1,990

当期変動額合計 1,864 △9 42 ― 1,898 92 3,689

当期末残高 2,277 △39 15 ― 2,253 291 50,344
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 当連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,646 5,485 36,262 △594 47,800

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △667 　 △667

当期純利益 　 　 3,986 　 3,986

持分法の適用範囲の

変動
　 　 △0 　 △0

自己株式の取得 　 　 　 △4 △4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 3,318 △4 3,313

当期末残高 6,646 5,485 39,580 △599 51,114
 

 
 

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 2,277 △39 15 ― 2,253 291 50,344

当期変動額 　 　 　  　 　 　

剰余金の配当 　 　 　  　 　 △667

当期純利益 　 　 　  　 　 3,986

持分法の適用範囲の

変動
　 　 　  　 　 △0

自己株式の取得 　 　 　  　 　 △4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
2,253 △3 56 △340 1,966 108 2,075

当期変動額合計 2,253 △3 56 △340 1,966 108 5,389

当期末残高 4,530 △42 72 △340 4,219 399 55,734
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 4,048 6,850

 減価償却費 1,064 921

 減損損失 787 -

 のれん償却額 46 46

 賞与引当金の増減額（△は減少） 102 110

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 8

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 148 80

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 389 △437

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △93 △77

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 234 △5,826

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 6,298

 受取利息及び受取配当金 △337 △316

 支払利息 91 85

 持分法による投資損益（△は益） △6 △6

 有形固定資産除売却損益（△は益） 32 △2,611

 投資有価証券売却損益（△は益） △198 -

 売上債権の増減額（△は増加） 1,629 1,123

 前受金の増減額（△は減少） △1,305 17

 たな卸資産の増減額（△は増加） 389 △108

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,580 △93

 その他 799 △3,648

 小計 5,221 2,416

 利息及び配当金の受取額 343 325

 利息の支払額 △91 △86

 法人税等の支払額 △381 △1,909

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,091 746

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,216 △5,435

 有形固定資産の売却による収入 22 7,608

 無形固定資産の取得による支出 △51 △157

 投資有価証券の取得による支出 △115 △920

 投資有価証券の売却による収入 3,943 -

 貸付けによる支出 △106 △4

 貸付金の回収による収入 9 11

 その他の支出 △155 △55

 その他の収入 262 83

 投資活動によるキャッシュ・フロー 2,593 1,130
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 50 280

 短期借入金の返済による支出 △50 △278

 長期借入金の返済による支出 △440 △396

 リース債務の返済による支出 △132 △159

 自己株式の取得による支出 △0 △4

 配当金の支払額 △667 △667

 少数株主への配当金の支払額 △13 △18

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,254 △1,244

現金及び現金同等物に係る換算差額 139 163

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,570 796

現金及び現金同等物の期首残高 16,294 22,865

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  22,865 ※１  23,661
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

会社数   8社

会社名

月島テクノメンテサービス㈱

サンエコサーマル㈱

月島環境エンジニアリング㈱

寒川ウォーターサービス㈱

月島マシンセールス㈱

月島ビジネスサポート㈱

テーエスケーエンジニアリング(タイランド)CO., LTD.

月島環保機械(北京)有限公司

 

(2) 主要な非連結子会社

会社名

ツキシマエンジニアリングマレ－シアSDN.BHD.

 

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社

会社数   4社

会社名

江戸川ウォーターサービス㈱

 ㈱バイオコール広島西部

 バイオコールプラントサービス㈱

 ㈱バイオコール熊本南部

 

当連結会計年度より、重要性が増した ㈱バイオコール熊本南部を持分法の適用の範囲に含めております。

 

(2) 非連結子会社(ツキシマエンジニアリングマレ－シアSDN.BHD.他２社)及び関連会社(４社)については、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、テーエスケーエンジニアリング(タイランド)CO., LTD.及び月島環保機械(北京)有限公司の決

算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。
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４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

仕掛品   個別法

原材料   総平均法

貯蔵品   移動平均法

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社が平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度

から５年間で均等償却する方法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物       ３年～60年

機械装置及び運搬具   ２年～17年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいており

ます。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリ－ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ－ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準による相当額を計上しております。

③　完成工事補償引当金

完成工事高に係わる瑕疵担保等の費用並びに無償サービス費用に備えるために、過去の経験率(国内工事と海外

工事とは別途に算定)に基づく一定の算定基準により引当計上するほか、特定個別工事に対しては、必要額を見

積り計上しております。

④　工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末の未引渡工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積ることができる工事について、当該損失見込額を引当計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員の退任により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要

支給額を計上しております。

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(当社は14年、一部の連結子

会社は11年)による定額法により費用処理しております。

 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

①　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

その他の工事

工事完成基準

 

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理を、特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ. ヘッジ手段   為替予約

ヘッジ対象   輸出入取引による外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ. ヘッジ手段   金利スワップ

ヘッジ対象   借入金
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③　ヘッジ方針

当社グループは、輸出入の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、外貨建取引については原則として先

物為替予約を行っております。

また、一部の連結子会社は、借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で、金利スワップ取引を利用しております。

デリバティブ取引については、実需のみに限定し、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。

④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、為替予約締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替

予約を外貨建金銭債権債務等にそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に

確保されているので、決算日における有効性の評価を省略しております。

金利スワップについては、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその

後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、有

効性の判定は省略しております。

また、一部の金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているので、決算日における有効性の評

価を省略しております。

⑤　その他リスク管理の方法のうちヘッジ会計に係るもの

当社グループのデリバティブ取引の実行及び管理は、社内規定に従い関連部門及び財務部にて行っておりま

す。

 

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び流動性が高く、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結

会計年度の費用として処理しております。

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付

に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債

に計上いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお

ります。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が6,828百万円計上されております。また、その他の

包括利益累計額が340百万円減少しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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(未適用の会計基準等)

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日)

　

(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものです。

　

(2) 適用予定日

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首より適用予定です。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

投資有価証券(株式) 144百万円 140百万円
 

 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

19,789百万円 18,872百万円
 

 

※３ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

預金 730百万円 705百万円

売掛金 163百万円 156百万円

短期貸付金 4百万円 8百万円

投資有価証券 55百万円 55百万円

長期貸付金 189百万円 186百万円

計 1,144百万円 1,111百万円
 

 

上記に対応する担保付債務は、次のとおりであります。

 

① 預金・売掛金

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 261百万円 266百万円

長期借入金 3,236百万円 2,969百万円

計 3,497百万円 3,236百万円
 

   
② 短期貸付金、投資有価証券、長期貸付金

前連結会計年度(平成25年３月31日)

関係会社等の金融機関からの借入金2,432百万円に対するものであります。

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

関係会社等の金融機関からの借入金2,516百万円に対するものであります。
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４ 保証債務

 

  
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

① 下記の会社及び従業員の金融機関借入金等に対する債務保証

（関係会社）   

 
ツキシマエンジニアリングマレ
－シアSDN.BHD.

9百万円 10百万円

（その他）   

 従業員(住宅資金等) 3百万円 3百万円

② 下記の会社のＰＦＩ事業に係る履行保証保険契約に対する保証

（関係会社）   

 ㈱バイオコール大阪平野 295百万円 295百万円

 ㈱バイオコール横浜南部 548百万円 548百万円

計 856百万円 856百万円
 

 

※５ １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の中には、連結対象子会社でＰＦＩ事業のために設立した寒川

ウォーターサービス㈱が金融機関から調達したＰＦＩプロジェクトファイナンス・ローンが下記のとおり含まれ

ております。

 

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 261百万円 266百万円

長期借入金 3,236百万円 2,969百万円

計 3,497百万円 3,236百万円
 

 
　
６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結しております。

連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,350百万円 1,675百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 3,350百万円 1,675百万円
 

 

※７ たな卸資産及び工事損失引当金の表示

損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

工事損失引当金に対応するたな卸資産の額

 

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

仕掛品 4百万円 －百万円
 

 

※８ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

 

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

受取手形 75百万円 －百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 売上高のうち工事進行基準分は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

45,354百万円 35,569百万円
 

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

1,165百万円 1,102百万円
 

 

※３ 固定資産売却益の主なものは、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

建物及び構築物 －百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 2百万円

土地 －百万円 2,709百万円

その他 0百万円 －百万円
 

 

※４ 固定資産除売却損の主なものは、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

建物及び構築物 21百万円 18百万円

機械装置及び運搬具 1百万円 77百万円

土地 5百万円 －百万円

その他 3百万円 4百万円
 

 

※５ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

△93百万円 △77百万円
 

 

※６ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

売上原価 16百万円 134百万円
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※７ 減損損失

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

 

用途 種類 場所

電子ビーム溶接(EBW)装置 建物、機械及び装置 市川工場

千葉県市川市
 

 

(経緯)

主に液晶パネル製造装置用のアルミ製真空チャンバーを製造するために使用する電子ビーム溶接(EBW)装置に

ついては、受注量の減少、販売価格の下落より、今後経常的な損失が予想されるため、減損損失を認識いたし

ました。

 

(減損損失の金額)

 

種類 金額(百万円)

建物 522

機械及び装置 264

合計 787
 

 

(グルーピングの方法)

従来、特定の事業と固定資産の関係を密接に捉えることが困難であるため、当社とその製造子会社を１つの

グルーピングとし、他の連結子会社については、規模等を鑑み会社単位を基礎としてグルーピングを行ってき

ました。しかしながら、当連結会計年度に実施した組織再編により、当社が製造子会社を吸収合併したことを

契機として、市場環境の悪化している電子ビーム溶接(EBW)装置の損益管理を整備すべく管理会計上の区分を変

更したことに伴い、資産のグルーピングを「当社の水環境事業及び産業事業に係る設備」と「当社の産業事業

のうち電子ビーム溶接(EBW)に係る設備」及び連結子会社における会社単位を基礎としたグルーピングにしてお

ります。

 

(回収可能価額の算定方法)

回収可能価額は正味売却価額を使用し、他への転用や売却が困難であるため、備忘価額で評価しておりま

す。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

※８ 本社移転費用は、提出会社の本社移転に伴う費用であり、その内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

不動産取得税等の税金 －百万円 114百万円

少額器具・備品購入設置費用 －百万円 179百万円

移転作業費用他 －百万円 44百万円

計 －百万円 338百万円
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※９ 移転費用は、提出会社の環境プロセス開発センター売却によるその機能の研究所への移転に伴う費用および国内

の連結子会社の本社移転に伴う費用であり、その内訳は、次のとおりであります。

 

  
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

① 環境プロセス開発センターの機能移転

 工事・移転作業費用他 －百万円 159百万円

 小計 －百万円 159百万円

② 国内の連結子会社の本社移転

 不動産取得税等の税金 －百万円 28百万円

 工事・移転作業費用他 －百万円 96百万円

 小計 －百万円 125百万円

計 －百万円 284百万円
 

 
※10 退職給付費用は、前連結会計年度に連結子会社を吸収合併したことにより受け入れた従業員に対する退職給付制

度について、当連結会計年度に当社の退職給付制度に統合したことに伴い、退職給付債務の計算方法を簡便法か

ら原則法に変更したことによるものであります。

 

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 3,091百万円 3,505百万円

 組替調整額 △198百万円 －百万円

   税効果調整前 2,893百万円 3,505百万円

   税効果額 △1,028百万円 △1,251百万円

   その他有価証券評価差額金 1,864百万円 2,253百万円

繰延ヘッジ損益   

 当期発生額 △46百万円 △18百万円

 組替調整額 22百万円 22百万円

   税効果調整前 △24百万円 4百万円

   税効果額 8百万円 △1百万円

   繰延ヘッジ損益 △15百万円 2百万円

為替換算調整勘定   

 当期発生額 75百万円 92百万円

   税効果額 －百万円 －百万円

   為替換算調整勘定 75百万円 92百万円

持分法適用会社に対する持分相当額   

 当期発生額 △1百万円 △1百万円

 組替調整額 4百万円 1百万円

   持分法適用会社に対する持分
   相当額

3百万円 0百万円

その他の包括利益合計 1,927百万円 2,349百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株)

当連結会計年度
増加株式数（千株)

当連結会計年度
減少株式数（千株)

当連結会計年度末
株式数（千株)

発行済株式     

 普通株式 45,625 ─ ─ 45,625

合計 45,625 ─ ─ 45,625

自己株式     

 普通株式 (注) 1,112 1 ─ 1,113

合計 1,112 1 ─ 1,113
 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　
 

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月25日
取締役会

普通株式 356 8.00 平成24年３月31日 平成24年６月11日

平成24年10月29日
取締役会

普通株式 311 7.00 平成24年９月30日 平成24年12月５日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 356 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月10日
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株)

当連結会計年度
増加株式数（千株)

当連結会計年度
減少株式数（千株)

当連結会計年度末
株式数（千株)

発行済株式     

 普通株式 45,625 ─ ─ 45,625

合計 45,625 ─ ─ 45,625

自己株式     

 普通株式 (注) 1,113 4 ─ 1,118

合計 1,113 4 ─ 1,118
 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　
 

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月30日
取締役会

普通株式 356 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月10日

平成25年10月28日
取締役会

普通株式 311 7.00 平成25年９月30日 平成25年12月５日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 445 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月10日
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

現金及び預金 16,905百万円 17,201百万円

有価証券に含まれる現金同等物 6,000百万円 6,500百万円

計 22,905百万円 23,701百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △40百万円 △40百万円

現金及び現金同等物 22,865百万円 23,661百万円
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(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

①　有形固定資産

主に当社におけるシステムサーバー、事務用機器及び通信機器（工具、器具及び備品）であります。

 

②　無形固定資産

当社におけるソフトウエアであります。

 

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 10 8 2

合計 10 8 2
 

　

 (単位：百万円)

 

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 10 9 1

合計 10 9 1
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。
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(2) 未経過リース料期末残高相当額

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

１年内 1 1

１年超 1 －

合計 2 1
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

支払リース料 9 1

減価償却費相当額 9 1
 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

２ オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

１年内 1 7

１年超 5 18

合計 7 26
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については原則銀行借入による

方針としております。デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクや外貨建債権債務の為替変動リスクを回避す

るために利用し、投機的な目的のための取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グ

ループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を１年ごと

に把握する体制としております。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則と

して先物為替予約を利用してヘッジしております。

 有価証券は譲渡性預金であり、そのほとんどが３ヶ月以内の満期を設定しております。

 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。一部の外貨建てのもの

については、為替相場の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしております。

 長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達及び連結子会社でPFI事業のために設立した寒

川ウォーターサービス㈱の金融機関からの借入金であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されて

おりますが、このうち長期のものについては、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を図るために個

別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

 デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取

引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。デリバティブ

取引の実行及び管理は、社内規定に従い関連部門及び財務部にて行っております。また、デリバティブ取引につい

ては、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しておりま

す。

 営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成

するなどの方法により管理しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるもの及び重要性の乏しいものについては、含まれておりません。(（注２）をご参照下さ

い。)

 

前連結会計年度(平成25年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 16,905 16,905 ―

(2) 受取手形及び売掛金 34,126 33,741 △385

(3) 有価証券及び投資有価証券    

    その他有価証券 19,735 19,735 ―

資産計 70,767 70,382 △385

(4) 支払手形及び買掛金 14,758 14,758 ―

(5) 長期借入金(１年以内返済予定を含む) 3,999 4,020 21

負債計 18,758 18,779 21

(6)デリバティブ取引(※) ( 81) ( 93) △11
 

(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 17,201 17,201 ―

(2) 受取手形及び売掛金 33,034 32,743 △290

(3) 有価証券及び投資有価証券    

    その他有価証券 24,523 24,523 ―

資産計 74,758 74,468 △290

(4) 支払手形及び買掛金 14,724 14,724 ―

(5) 長期借入金(１年以内返済予定を含む) 3,603 3,619 16

負債計 18,327 18,343 16

(6)デリバティブ取引(※) ( 77) ( 94) △16
 

(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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(2) 受取手形及び売掛金

これらは、原則として短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。ただし、割賦売掛金については、長期にわたって決済されるため、債権先のリスクを勘案し

た利率により割り引いた現在価値によっております。

 

(3) 有価証券及び投資有価証券

有価証券は譲渡性預金であり、そのほとんどが３ヶ月以内の満期を設定しており、短期間で決済されるた

め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。投資有価証券は、取引所の価格

によっております。

 また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 

(4) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

(5) 長期借入金(１年以内返済予定を含む)

これらの時価については、元利金の合計額を、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利

率で割り引いた現在価値により算定しております。金利スワップの特例処理の対象とされているものは、当該

金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積

られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

 

(6) デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

  (単位：百万円)

区分
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

非上場株式 420 540

非連結子会社及び関連会社株式 144 140
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有

価証券」には含めておりません。
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（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成25年３月31日)

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 16,905 ― ― ―

受取手形及び売掛金 30,040 1,433 1,647 1,004

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券のうち満期があるもの     

   その他 6,000 ― ― ―

合計 52,945 1,433 1,647 1,004
 

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 17,201 ― ― ―

受取手形及び売掛金 29,321 1,402 1,616 695

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券のうち満期があるもの     

   その他 6,500 ― ― ―

合計 53,022 1,402 1,616 695
 

 

（注４） 長期借入金(１年以内返済予定を含む)の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成25年３月31日)

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金
(１年以内返済予定を含む)

396 384 390 325 273 2,228

合計 396 384 390 325 273 2,228
 

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金
(１年以内返済予定を含む)

384 390 325 273 279 1,949

合計 384 390 325 273 279 1,949
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(有価証券関係)

１　売買目的有価証券

前連結会計年度(平成25年３月31日)

該当するものはありません。

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

該当するものはありません。

 

２　満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成25年３月31日)

該当するものはありません。

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

該当するものはありません。

 

３　その他有価証券

前連結会計年度(平成25年３月31日)

 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

①　株式 10,398 5,618 4,779

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 10,398 5,618 4,779

(2) 連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

①　株式 3,337 4,582 △1,245

②　債券 ― ― ―

③　その他 6,000 6,000 ―

小計 9,337 10,582 △1,245

合計 19,735 16,201 3,534
 

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

①　株式 15,728 7,818 7,910

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 15,728 7,818 7,910

(2) 連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

①　株式 2,294 3,168 △873

②　債券 ― ― ―

③　その他 6,500 6,500 ―

小計 8,794 9,668 △873

合計 24,523 17,486 7,036
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４　売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

 

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 3,938 197 0

その他 5 0 ―

合計 3,943 198 0
 

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当するものはありません。

 

５　売却した満期保有目的の債券

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当するものはありません。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当するものはありません。

 

６　保有目的を変更した有価証券

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当するものはありません。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当するものはありません。

 

７　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当するものはありません。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当するものはありません。
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(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度(平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度(平成25年３月31日)

 

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の
振当処理

為替予約取引     

売建 売掛金    

米ドル  590 45 △33

マレーシアリンギット  271 ─ △13

中国人民元  102 90 △2

買建 買掛金    

米ドル  277 ─ 15

ユーロ  48 ─ 5

シンガポールドル  29 ─ 0

合計 1,321 135 △28
 

(注) 時価の算定方法 先物為替相場によっております。
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当連結会計年度(平成26年３月31日)

 

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の
振当処理

為替予約取引     

売建 売掛金    

米ドル  880 ─ △20

マレーシアリンギット  161 ─ △11

タイバーツ  157 ─ △2

中国人民元  45 ─ △6

買建 買掛金    

　タイバーツ  493 29 △9

米ドル  136 ─ 1

韓国ウォン  102 ─ △1

ユーロ  62 ─ 0

オーストラリアドル  5 ─ 0

スイスフラン  5 ─ 0

合計 2,051 29 △49
 

(注) 時価の算定方法 先物為替相場によっております。
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(2) 金利関連

前連結会計年度(平成25年３月31日)

 

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理方法
金利スワップ取引

長期借入金
   

支払固定・受取変動 3,497 3,236 △65

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

   

支払固定・受取変動 350 250 (注) ２

合計 3,847 3,486 △65
 

(注) １ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

 

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理方法
金利スワップ取引

長期借入金
   

支払固定・受取変動 3,236 2,969 △45

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

   

支払固定・受取変動 250 150 (注) ２

合計 3,486 3,119 △45
 

(注) １ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度、確定給付年金制度及び確定拠出年金制度を設けております。連結子会社は、退職一時

金制度を設けております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

 

イ　退職給付債務 △7,434百万円

ロ　年金資産 888百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,545百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 718百万円

ホ　未認識過去勤務債務 0百万円

ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △5,826百万円
 

（注）１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２ 過去勤務債務は、当社及び一部の連結子会社における退職金規程改定に伴い発生したものでありま

す。

 

３ 退職給付費用に関する事項

 

イ　勤務費用 560百万円

ロ　利息費用 121百万円

ハ　期待運用収益 △12百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 144百万円

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △15百万円

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 798百万円

ト　その他 64百万円

 　計(へ＋ト) 862百万円
 

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

２ 「ト　その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

 

ロ　割引率

1.2％
 

 

ハ　期待運用収益率

1.5％
 

 

ニ　過去勤務債務の額の処理年数

11～14年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費用処理する

こととしております。)

 

ホ　数理計算上の差異の処理年数

７年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。)
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付制度として、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を設けているほか、確定拠出制度を設

けております。

連結子会社は、確定給付制度として、退職一時金制度を設けております。

なお、一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

退職給付債務の期首残高 6,695 百万円

勤務費用 451 百万円

利息費用 87 百万円

数理計算上の差異の発生額 35 百万円

退職給付の支払額 △532 百万円

連結子会社から当社への転籍による増加額 38 百万円

その他（注） 520 百万円

退職給付債務の期末残高 7,296 百万円
 

（注）その他は、前連結会計年度に連結子会社を吸収合併したことにより受け入れた従業員に対する退職給付制

度について、当連結会計年度に当社の退職給付制度に統合したことに伴い、退職給付債務の計算方法を簡

便法から原則法に変更したことに伴う増加額278百万円と簡便法より原則法への振替額241百万円でありま

す。

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

年金資産の期首残高 888 百万円

期待運用収益 13 百万円

数理計算上の差異の発生額 88 百万円

事業主からの拠出額 86 百万円

退職給付の支払額 △158 百万円

年金資産の期末残高 918 百万円
 

　

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 738 百万円

退職給付費用 83 百万円

退職給付の支払額 △92 百万円

連結子会社から当社への転籍による減少額 △38 百万円

外貨換算の影響による増加額 1 百万円

その他（注） △241 百万円

退職給付に係る負債の期末残高 450 百万円
 

（注）その他は、前連結会計年度に連結子会社を吸収合併したことにより受け入れた従業員に対する退職給付制

度について、当連結会計年度に当社の退職給付制度に統合したことに伴い、退職給付債務の計算方法を簡

便法から原則法に変更したことに伴う簡便法より原則法への振替額であります。
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

積立型制度の退職給付債務 1,370 百万円

年金資産 △918 百万円

 452 百万円

非積立型制度の退職給付債務 6,376 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,828 百万円

   
退職給付に係る負債 6,828 百万円

退職給付に係る資産 － 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,828 百万円
 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

　

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 451 百万円

利息費用 87 百万円

期待運用収益 △13 百万円

数理計算上の差異の費用処理額 152 百万円

過去勤務費用の費用処理額 △15 百万円

簡便法で計算した退職給付費用 83 百万円

その他（注） 278 百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 1,025 百万円
 

（注）その他は、前連結会計年度に連結子会社を吸収合併したことにより受け入れた従業員に対する退職給付制

度について、当連結会計年度に当社の退職給付制度に統合したことに伴い、退職給付債務の計算方法を簡

便法から原則法に変更したことにより特別損失に計上した退職給付費用であります。

　

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 16 百万円

未認識数理計算上の差異 512 百万円

合計 528 百万円
 

　

(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 24.1％

株式 51.5％

生命保険一般勘定 22.5％

その他 1.9％

合計 100.0％
 

　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.2％

長期期待運用収益率 1.5％
 

　

３ 確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、63百万円でありました。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

繰延税金資産    
売上原価見積額  540百万円 536百万円

未払事業税等  79百万円 144百万円

工事損失引当金  170百万円 131百万円

完成工事補償引当金  595百万円 403百万円

賞与引当金  655百万円 654百万円

退職給付引当金  2,092百万円 －百万円

退職給付に係る負債  －百万円 2,431百万円

未実現利益  40百万円 36百万円

税務上の繰越欠損金  73百万円 7百万円

長期未払金  167百万円 118百万円

減損損失  282百万円 258百万円

貸倒引当金  150百万円 176百万円

その他  853百万円 804百万円

評価性引当額  △660百万円 △703百万円

繰延税金資産計  5,040百万円 5,001百万円

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金  △1,228百万円 △1,309百万円

その他有価証券評価差額金  △1,257百万円 △2,509百万円

その他  △1百万円 △0百万円

繰延税金負債計  △2,487百万円 △3,818百万円

繰延税金資産純額  2,553百万円 1,182百万円
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度(平成25年３月31日)

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、注記を省略しております。

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)

法定実効税率 38.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7％

住民税均等割等 0.5％

評価性引当額 0.6％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.4％

試験研究費の税額控除 △1.1％

その他 △1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.6％
 

 

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する連結会

計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差

異について、前連結会計年度の38.0％から35.6％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が166百万円、繰延ヘッジ損益が0百万円そ

れぞれ減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が165百万円増加しております。

 

(資産除去債務関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業と、化学、鉄鋼、食品等の産業用設備および

廃液や固形廃棄物処理等環境関連設備を主要マーケットとする産業事業を中心に事業活動を展開していることか

ら、「水環境事業」、「産業事業」の２つを報告セグメントとしております。

各報告セグメント別の主要な事業内容は、以下のとおりであります。

 

報告セグメント 主要な事業内容

　水環境事業 １）浄水場・下水処理場等プラントの設計・建設

 ２）上記プラントに使用される脱水機、乾燥機、焼却炉等各種単体機器の設計・製造・販売

 ３）浄水場・下水処理場におけるPFI、DBO事業

 ４）浄水場・下水処理場設備の運転・維持管理・補修およびこれらに付随する業務

　産業事業 １）化学、鉄鋼、食品等プラントの設計・建設

 
２）上記プラントに使用される晶析装置、ろ過機、分離機、乾燥機、ガスホルダ等各種単体機器

の設計・製造・販売

 ３）廃液・廃水・固形廃棄物処理等プラントの設計・建設

 ４）バイオマスエタノール製造プラントの設計・建設

 ５）真空技術応用装置および関連部品の設計・製造・販売

 ６）一般・産業廃棄物処理事業
 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高および振替高は市場実

勢価格に基づいております。　
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

連結
財務諸表
計上額
(注) ３

 水環境事業 産業事業 計

売上高        

　外部顧客への売上高 45,477 34,354 79,832 34 79,866 ― 79,866

　セグメント間の内部売上高
又は振替高

16 5 21 534 556 △556 ―

計 45,494 34,359 79,853 568 80,422 △556 79,866

セグメント利益 1,857 2,517 4,375 44 4,419 ― 4,419

その他の項目        

　減価償却費 529 532 1,061 3 1,064 ― 1,064

　のれんの償却額 ― 46 46 ― 46 ― 46
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷・製本、不動産賃貸事業等

および第１四半期連結累計期間の検査・分析事業等を含んでおります。

２ セグメント売上高の調整額△556百万円は、セグメント間取引の消去によるものであります。

３  セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と一致しております。

４ セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

連結
財務諸表
計上額
(注) ３

 水環境事業 産業事業 計

売上高        

　外部顧客への売上高 45,977 25,159 71,137 79 71,216 ― 71,216

　セグメント間の内部売上高
又は振替高

19 4 23 337 360 △360 ―

計 45,997 25,163 71,160 417 71,577 △360 71,216

セグメント利益 3,536 1,368 4,905 96 5,001 ― 5,001

その他の項目        

　減価償却費 517 402 920 1 921 ― 921

　のれんの償却額 ― 46 46 ― 46 ― 46
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷・製本、不動産賃貸事業等

を含んでおります。

２ セグメント売上高の調整額△360百万円は、セグメント間取引の消去によるものであります。

３  セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と一致しております。

４ セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報として同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他の地域 計

60,684 18,021 1,160 79,866
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がないため、該当事項はありませ

ん。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報として同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他の地域 計

61,198 8,598 1,419 71,216
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がないため、該当事項はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

   (単位：百万円)

 水環境事業 産業事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 ― 787 ― ― 787
 

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

   (単位：百万円)

 水環境事業 産業事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 ― 46 ― ― 46

当期末残高 ― 326 ― ― 326
 

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

   (単位：百万円)

 水環境事業 産業事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 ― 46 ― ― 46

当期末残高 ― 279 ― ― 279
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

 

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
㈱バイオコール
大阪平野

大阪府
大阪市
中央区

50
大阪市平野下水処
理場下水汚泥燃料
化施設の運営

(所有)
直接 39.0
間接 0.5

設備の設
計・建設
の請負

下水汚泥燃料化
施設の設計・建
設の請負

1,555 売掛金 1,755

 

(注) １ 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格に基づき、案件ごとに交渉のうえ決定しております。

 

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

 

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
㈱バイオコー
ル大阪平野

大阪府
大阪市
中央区

50
下水汚泥燃料化施
設の運営

(所有)
直接 39.0
間接 0.5

設備の設
計・建設
の請負

下水汚泥燃料化
施設の設計・建
設の請負

3,657 売掛金 4,545

関連会社
㈱バイオコー
ル横浜南部

神奈川県
横浜市
中区

50
下水汚泥燃料化施
設の運営

(所有)
直接 34.0
間接 5.5

設備の設
計・建設
の請負

下水汚泥燃料化
施設の設計・建
設の請負

1,041 売掛金 1,261

 

(注) １ 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格に基づき、案件ごとに交渉のうえ決定しております。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 1,124.50円 1,243.27円

１株当たり当期純利益金額 53.24円 89.57円
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
 至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日)

当期純利益 2,369百万円 3,986百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円

普通株式に係る当期純利益 2,369百万円 3,986百万円

普通株式の期中平均株式数 44,512,284株 44,509,078株
 

 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

純資産の部の合計額 50,344百万円 55,734百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 291百万円 399百万円

(うち少数株主持分) (291百万円) (399百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 50,053百万円 55,334百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 44,511,825株 44,506,999株
 

 

４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が7.65円減少しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 50 57 4.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 396 384 2.0 ―

１年以内に返済予定のリース債務 154 177 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のも
のを除く)

3,603 3,218 2.1 平成27年～平成38年

リース債務(１年以内に返済予定のも
のを除く)

360 353 ― 平成27年～平成31年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 4,564 4,192 ― ―
 

(注) １  「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２  リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表に計上し

ているため、「平均利率」の記載を行っておりません。

３  長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額
 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 390 325 273 279

リース債務 137 117 70 28
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 11,578 25,977 40,912 71,216

税金等調整前四半期（当期）純利益金額 (百万円) 207 1,103 3,350 6,850

四半期（当期）純利益金額 (百万円) 114 623 1,959 3,986

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 2.58 14.01 44.01 89.57
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.58 11.44 30.00 45.56
 

（注）当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大きいた

め、業績に季節的変動があります。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,984 12,812

  受取手形 ※5  997 285

  売掛金 ※3  20,906 ※3  20,487

  有価証券 6,000 6,500

  仕掛品 2,382 2,447

  原材料及び貯蔵品 46 43

  前払費用 4 4

  繰延税金資産 1,842 1,539

  未収入金 ※3  814 ※3  654

  短期貸付金 ※1,※3  305 ※1,※3  323

  その他 ※3  75 ※3  2,758

  貸倒引当金 △170 △68

  流動資産合計 44,188 47,789

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,960 5,672

   構築物 166 214

   機械及び装置 776 691

   車両運搬具 6 6

   工具、器具及び備品 79 154

   土地 6,718 3,943

   リース資産 397 410

   建設仮勘定 1,319 63

   有形固定資産合計 11,425 11,157

  無形固定資産   

   ソフトウエア 202 196

   その他 61 135

   無形固定資産合計 263 332

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  14,146 ※1  18,553

   関係会社株式 ※1  532 ※1  532

   関係会社出資金 200 200

   長期貸付金 ※1,※3  252 ※1,※3  448

   長期前払費用 4 4

   その他 280 565

   貸倒引当金 △134 △389

   投資その他の資産合計 15,281 19,914

  固定資産合計 26,970 31,403

 資産合計 71,158 79,193
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※3  10,123 ※3  10,114

  短期借入金 50 －

  1年内返済予定の長期借入金 17 －

  リース債務 141 164

  未払金 ※3  1,703 ※3  2,011

  未払費用 220 220

  未払法人税等 857 1,481

  前受金 2,693 3,174

  預り金 ※3  2,151 ※3  3,653

  賞与引当金 861 888

  完成工事補償引当金 1,413 973

  工事損失引当金 320 20

  その他 909 73

  流動負債合計 21,463 22,775

 固定負債   

  リース債務 329 327

  繰延税金負債 1,145 2,426

  退職給付引当金 3,043 3,405

  その他 ※3  645 ※3  689

  固定負債合計 5,163 6,847

 負債合計 26,626 29,623

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,646 6,646

  資本剰余金   

   資本準備金 5,485 5,485

   資本剰余金合計 5,485 5,485

  利益剰余金   

   利益準備金 1,026 1,026

   その他利益剰余金   

    退職給与積立金 161 161

    配当準備積立金 1,320 1,320

    固定資産圧縮積立金 2,009 2,364

    別途積立金 6,919 6,919

    繰越利益剰余金 19,291 21,720

   利益剰余金合計 30,727 33,512

  自己株式 △594 △599

  株主資本合計 42,266 45,045

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,277 4,530

  繰延ヘッジ損益 △11 △6

  評価・換算差額等合計 2,265 4,523

 純資産合計 44,531 49,569

負債純資産合計 71,158 79,193
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 ※1  51,120 ※1  41,255

売上原価 ※1  42,348 ※1  32,106

売上総利益 8,772 9,149

販売費及び一般管理費 ※2  6,623 ※2  6,582

営業利益 2,148 2,567

営業外収益   

 受取利息 ※1  25 ※1  30

 受取配当金 ※1  814 ※1  988

 その他 38 32

 営業外収益合計 878 1,051

営業外費用   

 支払利息 0 0

 その他 51 64

 営業外費用合計 52 64

経常利益 2,975 3,553

特別利益   

 固定資産売却益 0 2,712

 投資有価証券売却益 198 -

 抱合せ株式消滅差益 195 -

 特別利益合計 394 2,712

特別損失   

 固定資産除売却損 18 87

 減損損失 787 -

 本社移転費用 - ※3  338

 移転費用 - ※4  205

 退職給付費用 - ※5  278

 その他 19 59

 特別損失合計 825 970

税引前当期純利益 2,544 5,295

法人税、住民税及び事業税 392 1,514

法人税等調整額 339 328

法人税等合計 731 1,843

当期純利益 1,812 3,452
 

 

EDINET提出書類

月島機械株式会社(E01537)

有価証券報告書

 87/105



③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

退職給与

積立金

配当準備

積立金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

当期首残高 6,646 5,485 5,485 1,026 161 1,320 2,103 6,919

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金

の積立
　 　 　 　 　 　 ― 　

固定資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 　 　 　 △94 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △94 ―

当期末残高 6,646 5,485 5,485 1,026 161 1,320 2,009 6,919
 

 
 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 18,051 29,582 △593 41,121 412 △0 412 41,534

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金

の積立
― ― 　 ― 　 　 　 ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
94 ― 　 ― 　 　 　 ―

剰余金の配当 △667 △667 　 △667 　 　 　 △667

当期純利益 1,812 1,812 　 1,812 　 　 　 1,812

自己株式の取得 　 　 △0 △0 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 1,864 △10 1,853 1,853

当期変動額合計 1,239 1,144 △0 1,144 1,864 △10 1,853 2,997

当期末残高 19,291 30,727 △594 42,266 2,277 △11 2,265 44,531
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 当事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

退職給与

積立金

配当準備

積立金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

当期首残高 6,646 5,485 5,485 1,026 161 1,320 2,009 6,919

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金

の積立
　 　 　 　 　 　 2,405 　

固定資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 　 　 　 △2,049 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 355 ―

当期末残高 6,646 5,485 5,485 1,026 161 1,320 2,364 6,919
 

 
 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 19,291 30,727 △594 42,266 2,277 △11 2,265 44,531

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金

の積立
△2,405 ― 　 ― 　 　 　 ―

固定資産圧縮積立金

の取崩
2,049 ― 　 ― 　 　 　 ―

剰余金の配当 △667 △667 　 △667 　 　 　 △667

当期純利益 3,452 3,452 　 3,452 　 　 　 3,452

自己株式の取得 　 　 △4 △4 　 　 　 △4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 2,253 4 2,258 2,258

当期変動額合計 2,428 2,784 △4 2,779 2,253 4 2,258 5,037

当期末残高 21,720 33,512 △599 45,045 4,530 △6 4,523 49,569
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

② 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

③ その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法

 

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

仕掛品   個別法

原材料   総平均法

貯蔵品   移動平均法

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。

また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌事業年度から５

年間で均等償却する方法によっております。

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリ－ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ－ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準による相当額を計上しております。

 

(3) 完成工事補償引当金

完成工事高に係わる瑕疵担保等の費用並びに無償サービス費用に備えるために、過去の経験率(国内工事と海外工

事とは別途に算定)に基づく一定の算定基準により引当計上するほか、特定個別工事に対しては、必要額を見積り

計上しております。

 

(4) 工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合

理的に見積ることができる工事について、当該損失見込額を引当計上しております。

 

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)による定額法により

費用処理しております。

 

４　収益及び費用の計上基準

(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

その他の工事
　

工事完成基準

 

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理を採用しております。

 

(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。
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(3) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年

度の費用として処理しております。

 

(4) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

(表示方法の変更)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表

等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

変更しております。

 

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第54条の４に定めるたな卸資産及び工事損失引当金の注記については、同条第４項により、

記載を省略しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第76条の２に定める工事損失引当金繰入額の注記については、同条第２項により、記載を省

略しております。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切り下げに関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第95条の３の２に定める減損損失に関する注記については、同条第２項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項に

より、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記について

は、同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略し

ております。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

短期貸付金 20百万円 23百万円

投資有価証券 7百万円 7百万円

関係会社株式 70百万円 70百万円

長期貸付金 252百万円 228百万円

計 350百万円 330百万円
 

 

上記に対応する担保付債務は、次のとおりであります。

前事業年度(平成25年３月31日)

関係会社等の金融機関からの借入金3,792百万円に対するものであります。

 

当事業年度(平成26年３月31日)

関係会社等の金融機関からの借入金3,762百万円に対するものであります。
 

　

２ 保証債務

 

  
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

① 下記の会社及び従業員の金融機関借入金等に対する債務保証

（関係会社）   

 サンエコサーマル㈱ 350百万円 250百万円

 月島環境エンジニアリング㈱ 1,014百万円 1,031百万円

 
ツキシマエンジニアリングマレ
－シアSDN.BHD.

9百万円 10百万円

 月島環保機械(北京)有限公司 360百万円 98百万円

（その他）   

 従業員(住宅資金等) 3百万円 3百万円

② 下記の会社のＰＦＩ事業に係る履行保証保険契約に対する保証

（関係会社）   

 ㈱バイオコール大阪平野 295百万円 295百万円

 ㈱バイオコール横浜南部 548百万円 548百万円

計 2,582百万円 2,236百万円
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※３ 関係会社に係る注記

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

短期金銭債権 3,238百万円 7,024百万円

短期金銭債務 2,982百万円 4,632百万円

長期金銭債権 252百万円 448百万円

長期金銭債務 120百万円 278百万円
 

 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結しております。

事業年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,350百万円 1,675百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 3,350百万円 1,675百万円
 

 

※５ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

受取手形 0百万円 －百万円
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(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高は、次のとおりであります。

　

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

営業取引による取引高   

売上高 2,642百万円 5,593百万円

仕入高 3,699百万円 3,259百万円

営業取引以外の取引による取引高 530百万円 756百万円
 

　

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

　

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

見積設計費 679 百万円 707 百万円

給料 1,320 百万円 1,316 百万円

貸倒引当金繰入額 116 百万円 152 百万円

賞与引当金繰入額 299 百万円 310 百万円

退職給付引当金繰入額 145 百万円 127 百万円

減価償却費 406 百万円 407 百万円

業務委託費 805 百万円 649 百万円
 

 

おおよその割合

 販売費 57％ 59％

 一般管理費 43％ 41％
 

 
※３ 本社移転費用は、本社移転に伴う費用であり、その内訳は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

不動産取得税等の税金 －百万円 114百万円

少額器具・備品購入設置費用 －百万円 179百万円

移転作業費用他 －百万円 44百万円

計 －百万円 338百万円
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※４ 移転費用は、環境プロセス開発センター売却によるその機能の研究所への移転に伴う費用および国内の連結子会

社の本社移転先である月島機械永代ビルの取得に伴う費用であり、その内訳は、次のとおりであります。

 

  
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

① 環境プロセス開発センターの機能移転

 工事・移転作業費用他 －百万円 161百万円

 小計 －百万円 161百万円

② 月島機械永代ビルの取得（国内の連結子会社の本社移転）

 不動産取得税等の税金 －百万円 28百万円

 工事費用他 －百万円 15百万円

 小計 －百万円 44百万円

計 －百万円 205百万円
 

 
※５ 退職給付費用は、前事業年度に連結子会社を吸収合併したことにより受け入れた従業員に対する退職給付制度に

ついて、当事業年度に当社の退職給付制度に統合したことに伴い、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法

に変更したことによるものであります。

 
(有価証券関係)

前事業年度(平成25年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式　440百万円、関連会社株式　92百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度(平成26年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式　440百万円、関連会社株式　92百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

繰延税金資産    
売上原価見積額  422百万円 468百万円

工事損失引当金  121百万円 7百万円

完成工事補償引当金  536百万円 347百万円

賞与引当金  327百万円 316百万円

退職給付引当金  1,094百万円 1,213百万円

税務上の繰越欠損金  73百万円 -百万円

長期未払金  167百万円 118百万円

減損損失  282百万円 258百万円

貸倒引当金  109百万円 163百万円

その他  610百万円 649百万円

評価性引当額  △563百万円 △610百万円

繰延税金資産計  3,182百万円 2,932百万円

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金  △1,228百万円 △1,309百万円

その他有価証券評価差額金  △1,257百万円 △2,508百万円

繰延税金負債計  △2,485百万円 △3,818百万円

繰延税金資産又は繰延税金負債(△)の純額 696百万円 △886百万円
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

法定実効税率 38.0％ 38.0％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7％ 2.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.9％ △6.0％

住民税均等割等 0.9％ 0.4％

評価性引当額 10.4％ 0.9％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －％ 2.1％

試験研究費の税額控除 △13.9％ △1.5％

その他 △0.4％ △1.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率　 28.8％ 34.8％
 

　

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年

度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、

前事業年度の38.0％から35.6％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が110百万円、繰延ヘッジ損益が0百万円そ

れぞれ減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が110百万円増加しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 1,960 4,167 224 231 5,672 4,462

 構築物 166 70 6 16 214 1,164

 機械及び装置 776 210 79 215 691 6,751

 車両運搬具 6 4 0 4 6 253

 工具、器具及び備品 79 124 4 45 154 1,503

 土地 6,718 1,901 4,676 ― 3,943 ―

 リース資産 397 147 13 120 410 294

 建設仮勘定 1,319 3,321 4,577 ― 63 ―

 計 11,425 9,947 9,582 633 11,157 14,431

無形固定資産 ソフトウエア 202 79 ― 85 196 3,933

 その他 61 172 79 18 135 48

 計 263 252 79 104 332 3,982
 

(注) １ 当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

有形固定資産      
建物  月島機械新本社ビル（東京都中央区晴海）  3,113百万円

  月島機械永代ビル（東京都江東区）  902百万円

土地  月島機械新本社ビル（東京都中央区晴海）  1,435百万円

  月島機械永代ビル（東京都江東区）  465百万円
 

２ 当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。

有形固定資産      
建物  環境プロセス開発センター（千葉県市川市）  213百万円

  関係会社ビル（東京都中央区）  9百万円

土地  環境プロセス開発センター（千葉県市川市）  4,049百万円

  関係会社ビル（東京都中央区）  627百万円
 

 

【引当金明細表】

(単位：百万円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 305 189 37 457

賞与引当金 861 888 861 888

完成工事補償引当金 1,413 886 1,325 973

工事損失引当金 320 55 355 20
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告 URL http://www.tsk-g.co.jp
ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公告をすること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株主に対する特典

(1)毎年３月末日最終の株主名簿に記録された1,000株以上所有の株主に対し、10月
中旬に一律に新米(新潟魚沼産こしひかり)４kgを送付

(2)毎年９月末日最終の株主名簿に記録された1,000株以上所有の新規株主に対し、
11月中旬に一律に新米(新潟魚沼産こしひかり)４kgを送付

 

(注) １ 定款の規定により、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下の権利以外の権

利を行使することができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

２ 平成26年６月27日開催の第152回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、単元未満株式の買増し

制度を導入いたしました。なお、単元未満株式の買増し事務に関しては、単元未満株式の買取りに準じてお

ります。

３ 平成26年４月24日開催の取締役会決議に基づき、平成26年６月１日付で、単元株式数を1,000株から100株に

変更しております。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

 当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書   

 
 事業年度 第151期

自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日  
平成25年６月27日

関東財務局長に提出。

 
     

 (2) 内部統制報告書   

     
平成25年６月27日

関東財務局長に提出。

 
     

 (3) 四半期報告書及び確認書   

  第152期第１四半期
自 平成25年４月１日

至 平成25年６月30日  
平成25年８月12日

関東財務局長に提出。

  第152期第２四半期
自 平成25年７月１日

至 平成25年９月30日  
平成25年11月11日

関東財務局長に提出。

  第152期第３四半期
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日  
平成26年２月10日

関東財務局長に提出。
 

　

 (4) 臨時報告書   

 
 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株
主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書

 
平成25年６月28日

関東財務局長に提出。

 
 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19
号(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい
影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書

 
平成25年９月26日

関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成26年６月27日

月島機械株式会社

 取 締 役 会 御 中

　

井 上 監 査 法 人
 

　

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士    佐    藤    賢    治    ㊞

 

　

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士   林         映   男   ㊞

 

　

業務執行社員  公認会計士   尾   上   友   之   ㊞
 

 
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる月島機械株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、月

島機械株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、月島機械株式会社の平成26年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、月島機械株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成26年６月27日

月島機械株式会社

 取 締 役 会 御 中

　

井 上 監 査 法 人
 

　

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士    佐    藤    賢    治    ㊞

 

　

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士   林         映   男   ㊞

 

　

業務執行社員  公認会計士   尾   上   友   之   ㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる月島機械株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第152期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、月島機

械株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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